
答案⽤紙ご使⽤上の注意点 
 
 

⽇頃より弊社書籍をご利⽤いただき誠にありがとうございます。 

税理⼠とおるゼミ法⼈税法Ⅱ＜応⽤編＞の「答案⽤紙」をご利⽤いただくにあ

たり、次の点にご注意ください。 
 
 
⑴ 本資料「答案⽤紙」では、計算の流れ（ヒント）を⽰すため、解答項⽬の柱

を挙げてありますが、税理⼠試験では、別表や計算過程に解答箇所の指定はあ

るものの、原則として⽩紙の状態の計算過程欄に解答を記⼊していくことにな

ります。 

⑵ したがって、まず解答項⽬の柱が記載されている「答案⽤紙」をご使⽤いた

だいて計算の内容を把握し、次に解き直しを⾏う際に次ページに⽰す⽩紙の状

態の「答案⽤紙」をご使⽤いただくと、効率的に学習が進みます。 
 
 

今後とも読者に喜ばれる書籍を作っていきたいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 
 

ネットスクール株式会社 
藤⽥健吾 



[計算過程] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

 
  

減 
 

算 

   

仮    計   

   

 



 

問題1 留保と社外流出（別表四の処分欄の記載） 

 

 

所得の金額の計算に関する明細書 

事業 

年度 

27.４.１

28.３.31
法人名 ネットスクール株式会社 

区     分 総  額 

処        分 

留  保 社 外 流 出 

当 期 純 利 益 
円

32,550,000 

円 

 

円 

9,000,000  

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算 

損 金 計 上 法 人 税 5,120,000   

損 金 計 上 住 民 税 996,000   

損 金 計 上 住 民 税 利 子 割 額 228,800   

損 金 計 上 納 税 充 当 金 12,000,000   

損 金 計 上 附 帯 税 等 40,000   

減 価 償 却 超 過 額 1,214,000   

商 品 計 上 も れ 954,000   

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 1,148,000   

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 3,492,000   

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額 2,700,000   

仮 払 交 際 費 消 却 否 認 320,000   

土 地 圧 縮 超 過 額 1,200,000   

小      計 29,412,800   

減 

 

 

 

 

算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 854,000   

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 2,540,000   

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 982,000   

商 品 計 上 も れ 認 容 946,000   

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 720,000   

収 用 等 の 所 得 の 特 別 控 除 額 14,800,000   

貸 付 金 過 大 計 上 91,000   

仮 払 交 際 費 認 定 損 129,000   

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 19,500   

小      計 21,081,500   

仮 計 40,881,300  
 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 600,000   

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 792,000   



  

合 計 42,273,300  
 

   

差 引 計 42,273,300  
 

   

総 計 42,273,300  
 

   

所 得 金 額 42,273,300  
 

 

 

 

 

 

  



問題2 別表五(一)Ⅰ（株主資本等変動計算書からの転記） 

 

別表五㈠Ⅰ 

区    分 
期 首 現 在

利益積立金額

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 

利 益 積 立 金 額 減 増 

利 益 準 備 金
円

72,000,000

円 円 円 

配 当 平 均 積 立 金 43,000,000    

別 途 積 立 金 140,000,000    

     

     

     

繰 越 損 益 金 81,000,000    

納 税 充 当 金     

未

納

法

人

税

等

未 納 法 人 税 及 び

未 納 地 方 法 人 税
△ △ 

中間 △ 

△ 

確定 △ 

未 納 住 民 税 △ △ 

中間 △ 

△ 

確定 △ 

差 引 合 計 額     

 

 

  

～ ～～ ～



問題3 別表五(一)Ⅰ（別表四からの転記） 

 

【設問 1 】 

別表五㈠Ⅰ 

区 分 
期 首 現 在 

利 益 積 立 金 額 

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 

利 益 積 立 金 額 減 増 

土 地 円 円 円 円 

前払交際費     

仮払寄附金     

 

【設問 2 】 

別表五㈠Ⅰ 

区 分 
期 首 現 在 

利 益 積 立 金 額 

当 期 の 増 減 差 引 翌 期 首 現 在 

利 益 積 立 金 額 減 増 

土 地 4,200,000円 円 円 円 

前払交際費 1,000,000    

仮払寄附金 △ 700,000    

 

 

  



 

問題4 別表五(一)Ⅰ（租税公課） 

 

別表五㈠Ⅰ 

区     分 
期 首 現 在 

利 益 積 立 金 額 

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 

利 益 積 立 金 額 減 増 

  円 円 円 円 

納 税 充 当 金 19,226,000    

未

納

法

人

税

等 

未 納 法 人 税 及 び

未 納 地 方 法 人 税
△   13,529,000 △ 

中間 △ 
△ 

確定 △ 

未 納 住 民 税

(利子割額を含む)
△    2,140,000 △ 

中間 △ 
△ 

確定 △ 

差 引 合 計 額     

 

 

 

  

～ ～～ ～



  

問題5 別表五(一)Ⅰ（圧縮積立金） 

 

別表五㈠Ⅰ 

区   分 
期 首 現 在

利 益 積 立 金 額

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 

利 益 積 立 金 額 減 増 

 円 円 円 円 

     

     

     

     

 

 

 

  

～ ～～ ～

～ ～～ ～



 

問題6 別表四と別表五(一)Ⅰの作成 

別表四 

区       分 総 額 
処 分 

留 保 社 外 流 出 

会 社 計 上 当 期 純 利 益
円 円 円 

 

 

 

 

加 

 

 

   

算 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

小     計    

 

 

 

減 

 

 

算 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

小    計    

仮 計 
   

    

合 計 
   

差 引 計 
   

総 計 
   

所 得 金 額 
   

  



  

別表五㈠Ⅰ 

区       分 
期 首 現 在

利益積 立金 額

当 期 の 増 減 差引翌期首現在 

利益 積 立金 額 減 増 

利 益 準 備 金 46,000,000円 円 円 円 

別 途 積 立 金 95,000,000    

貸 付 金 △ 1,900,000    

一 括 貸 倒 引 当 金 169,240    

機 械 150,000    

器 具 備 品 285,240    

仮 払 交 際 費 △  459,000    

未 払 寄 附 金   300,000    

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

繰 越 損 益 金 （ 損 は △ ） 34,850,000    

納 税 充 当 金 9,428,400    

未

納

法

人

税

等

退
職
年
金
等
積
立
金
に

対
す
る
も
の
を
除
く
。

未 納 法 人 税 及 び

未 納 地 方 法 人 税

 (附帯税を除く。)

△ 6,157,900 △ 

中間 △ 

△ 

確定 △ 

未 納 住 民 税

(均等割額及び利子割額を含む。 )
△ 1,254,100 △ 

中間 △ 

△ 

確定 △ 

差 引 合 計 額 176,411,880    

 



 

Chapter ２ 給与等

 
 

問題１ 新株予約権を対価とする費用⑴ 
 

前払株式報酬費用計上もれ認容      

 15,000×1,000個＝15,000,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

  

減
算 

前払株式報酬費用計上もれ認容 15,000,000 15,000,000  

 

 

問題2  新株予約権を対価とする費用⑵ 
 

１．前払株式報酬費用計上もれ認容 

300,000×50個＝15,000,000円 

２．過大役員給与 

⑴ 損金不算入給与 

  50,000,000－10,000,000＝40,000,000円 

⑵ 過大役員給与（取締役・形式基準） 

 (46,500,000＋40,000,000－40,000,000＋15,000,000)－60,000,000＝1,500,000円 

⑶ 合 計 

  ⑴＋⑵＝41,500,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

役員給与の損金不算入額 

 

41,500,000 41,500,000 

減
算

前払株式報酬費用計上もれ認容 15,000,000 15,000,000  

 



 

 

  

Chapter 3 減価償却（普通償却） 

 
 

問題１ 資本的支出（原則） 

 

 

１．建物 

⑴ 償却限度額 

① 本体 

170,000,000×0.020＝3,400,000円 

② 資本的支出 

20,000,000×0.020×
７

12
＝233,333円 

③ ①＋②＝3,633,333円 

⑵ 償却超過額 

(2,000,000＋20,000,000)－3,633,333＝18,366,667円 

２．車両 

⑴ 償却限度額 

  ① 本体 

(2,699,640＋79,360)×0.333＝925,407円≧4,000,000×0.09911＝396,440円 

    ∴ 925,407円 

  ② 資本的支出 

980,000×0.333＝326,340円≧980,000×0.09911＝97,127円 

  ∴ 326,340×
８

12
＝217,560円 

  ③ ①＋②＝1,142,967円 

⑵ 償却超過額 

(800,000＋980,000)－1,142,967＝637,033円 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(建物本体・資本的支出) 

(車両本体・資本的支出) 

18,366,667

637,033

18,366,667

637,033

 

減
算

    

 



 

 

 

問題２ 資本的支出（特例） 

 

１．原則 

⑴ 本体 

① 償却限度額 

88,000,000×0.9×0.042＝3,326,400円 

② 償却超過額 

  5,000,000－3,326,400＝1,673,600円 

 ⑵ 資本的支出 

① 償却限度額 

12,000,000×0.042×
６

12
＝252,000円 

② 償却超過額 

  12,000,000－252,000＝11,748,000円 

 ⑶ 合計 

   1,673,600＋11,748,000＝13,421,600円 

２．特例 

 ⑴ 償却限度額 

  ① 本体 

    88,000,000×0.9×0.042＝3,326,400円 

  ② 資本的支出 

12,000,000×0.9×0.042×
６

12
＝226,800円 

③ 合計 

3,326,400＋226,800＝3,553,200円 

⑵ 償却超過額 

(5,000,000＋12,000,000)－3,553,200＝13,446,800円 

３．判定 

  13,421,600円＜13,446,800円  ∴ 原則 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物 ・ 本 体) 

(建物・資本的支出) 

1,673,600

11,748,000

1,673,600

11,748,000

 

減
算

    

 



 

 

問題３ 資本的支出と修繕費の例示 

 

１．建物 

⑴ 償却限度額 

① 本体 

60,000,000×0.042＝2,520,000円 

② 資本的支出 

6,000,000×0.042×
10

12
＝210,000円 

③ 合計 

①＋②＝2,730,000円 

⑵ 償却超過額 

(1,000,000＋6,000,000)－2,730,000＝4,270,000円 

２．機械装置 

⑴ 資本的支出の判定 

 ① 特に性能の高い部分品への取替費用 

   7,000,000－3,600,000＝3,400,000円（資本的支出） 

 ② ３年ごとに行っている改良費用 

   ３年以内の周期で行われる改良等  ∴ 修繕費 

③ 移設に要した費用 

  移設費  ∴ 修繕費 

⑵ 償却限度額 

 ① 本体 

25,000,000×0.200＝5,000,000円≧30,000,000×0.06552＝1,965,600円 

∴ 5,000,000円 

 ② 資本的支出 

3,400,000×0.200＝680,000円≧3,400,000×0.06552＝222,768円 

∴ 680,000×
３

12
＝170,000円 

  ③ 合計 

    ①＋②＝5,170,000円 

⑶ 償却超過額 

(6,000,000＋3,400,000)－5,170,000＝4,230,000円 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(建物本体・資本的支出) 

(機械装置本体・資本的支出) 

4,270,000

4,230,000

4,270,000

4,230,000

 

減
算

  

 



 

 

問題４ 区分が明らかでない場合等 

 

１．建物 

⑴ 資本的支出の判定 

  300,000円＜600,000円  ∴ 修繕費 

⑵ 償却限度額 

55,000,000×0.025＝1,375,000円 

⑶ 償却超過額 

1,500,000－1,375,000＝125,000円 

２．車両運搬具 

⑴ 資本的支出の判定 

   150,000円＜200,000円  ∴ 修繕費 

⑵ 償却限度額 

   550,000×0.369＝202,950円 

⑶ 償却超過額 

220,000－202,950＝17,050円 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物) 

(車 両 運 搬 具) 

125,000

17,050

125,000

17,050

 

減
算

    

 



 

 

 

問題５ 中古資産（簡便法） 

 

１．工場用建物 

⑴ 耐用年数 

(38－28)＋28×20％＝15.6 → 15年 

⑵ 償却限度額 

18,000,000×0.067×
７

12
＝703,500円 

⑶ 償却超過額 

1,000,000－703,500＝296,500円 

２．車両運搬具 

⑴ 耐用年数 

６×20％＝1.2＜２年  ∴ ２年 

⑵ 償却限度額 

700,000×0.500×
11

12
＝320,833円 

⑶ 償却超過額 

350,000－320,833＝29,167円 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(工 場 用 建 物) 

(車 両 運 搬 具) 

 

296,500

29,167

296,500

29,167

 

減
算

    

 



 

 

 

問題６ 中古資産（折衷法） 

 

⑴ 耐用年数 

① 判定 

29,000,000×50％＝14,500,000円＜17,000,000円≦40,000,000×50％＝20,000,000円 

② 耐用年数 

(29,000,000＋17,000,000)÷(
29,000,000

 ※38
＋

17,000,000

47
)＝40.8 …→ 40年 

※ (47－11)＋11×20％＝38.2 → 38年 

⑵ 償却限度額 

(29,000,000＋17,000,000)×0.025×
９

12
＝862,500円 

⑶ 償却超過額 

(100,000＋17,000,000)－862,500＝16,237,500円 

（単位：円） 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物 Ａ) 

 

16,237,500 16,237,500

 

減
算

    



 

 

 

問題７ 増加償却（グルーピングなし） 

 

⑴ 判 定      

① 機械装置Ａ 

  3.8×
35

1,000
＝0.133 → 0.14≧10％   ∴ 適用あり 

② 機械装置Ｂ・Ｃ 

(イ)  加重平均法 

3.6×
28,800,000

28,800,000＋35,200,000
＋3.2×

35,200,000

28,800,000＋35,200,000
＝3.38時間 

(ロ)  単純平均法  
3.6＋3.2

２
＝3.4時間 

(ハ)  (イ)＜(ロ)   ∴ 3.4時間 

3.4×
35

1,000
＝0.119 → 0.12≧10％  ∴ 適用あり 

⑵ 機械装置Ａ 

① 償却限度額 

16,200,000×0.175×(１＋0.14)＝3,231,900円 

② 償却超過額 

3,400,000－3,231,900＝168,100円 

⑶ 機械装置Ｂ 

① 償却限度額 

28,800,000×0.200＝5,760,000円≧28,800,000×0.06552＝1,886,976円 

∴ 5,760,000×
４

12
×(１＋0.12)＝2,150,400円 

② 償却超過額 

3,000,000－2,150,400＝849,600円 

⑷ 機械装置Ｃ 

① 償却限度額 

23,191,000×0.206×(１＋0.12)＝5,350,627円 

② 償却超過額 

6,200,000－5,350,627＝849,373円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機械装置Ａ) 

(機械装置Ｂ) 

(機械装置Ｃ) 

168,100

849,600

849,373

168,100

849,600

849,373

 

減
算

  

 



 

 

 

問題８ 増加償却（グルーピングあり） 

 

⑴ 判 定 

① １日当たりの超過使用時間 

(イ) 加重平均法 

4.2×
42,000,000

42,000,000＋38,000,000
＋3.8×

38,000,000

42,000,000＋38,000,000
＝4.01時間 

(ロ) 単純平均法 

4.2＋3.8

２
＝４時間 

(ハ)  (イ)＞(ロ) ∴ 4.01時間 

② 判 定 

4.01×
35

1,000
＝0.14035 → 0.15≧10％  ∴ 適用あり 

⑵ 償却限度額 

① (10,080,000＋25,200,000＋1,624,000)×0.182＝6,716,528円≧42,000,000×0.05992＝2,516,640円 

∴ 6,716,528×(１＋0.15)＝7,724,007円 

② 38,000,000×0.182＝6,916,000円≧38,000,000×0.05992＝2,276,960円 

∴ 6,916,000×
６

12
×(１＋0.15)＝3,976,700円 

③ ①＋②＝11,700,707円 

⑶ 償却超過額 

(10,080,000＋3,500,000)－11,700,707＝1,879,293円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ａ機械装置) 1,879,293 1,879,293

 

減
算 

    

 



 

 

 

問題９ 増加償却（中小企業者等の機械） 

 

⑴ 判 定 

① １日当たりの超過使用時間 

(イ) 加重平均法 

4.4×
34,000,000

34,000,000＋21,000,000
＋3.3×

21,000,000

34,000,000＋21,000,000
＝3.98時間 

(ロ) 単純平均法 

4.4＋3.3

２
＝3.85時間 

(ハ) (イ)＞(ロ) ∴ 3.98時間 

② 判 定 

3.98×
35

1,000
＝0.1393 → 0.14≧10％  ∴ 適用あり 

⑵ 機械装置Ａ 

① 償却限度額 

(20,500,000＋6,000,000＋210,000)×0.206×(１＋0.14)＝6,272,576円 

② 償却超過額 

6,000,000－6,272,576＝△272,576 

272,576円＞210,000円  ∴ 210,000円(認 容) 

⑶ 機械装置Ｂ 

① 償却限度額 

(イ) 普通償却 

21,000,000×0.200＝4,200,000円≧21,000,000×0.06552＝1,375,920円 

∴ 4,200,000×
７

12
×(１＋0.14)＝2,793,000円 

(ロ) 特別償却 

21,000,000×30％＝6,300,000円 

(ハ)  (イ)＋(ロ)＝9,093,000円 

② 償却超過額 

10,000,000－9,093,000＝907,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(機械装置Ｂ) 907,000 907,000

 

 

減
算

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(機械装置Ａ) 

 

210,000

 

210,000

 

 

 



 

 

 

問題10 償却方法の変更（旧定率法から旧定額法） 

 

⑴ 耐用年数 

① 未償却残額割合 

10,750,000

15,000,000
＝0.7166… → 0.717 

② 経過年数 

  0.750(３年)＞0.717＞0.681(４年) ∴ 直近下位 ４年 

③ 24－４＝20年 

⑵ 償却限度額 

 (10,750,000－15,000,000×0.1)×0.050＝462,500円 

⑶ 償却超過額 

  590,000－462,500＝127,500円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(建   物) 127,500 127,500

 

 

減
算

  

 

 
 

 



 

 

問題11 耐用年数の短縮（旧定額法） 

 

⑴ 償却限度額 

（26,000,000－44,000,000×10％）×※0.200＝4,320,000円 

 

 12年－７年＝５年  ∴ 0.200 

⑵ 償却超過額 

6,000,000－4,320,000＝1,680,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 1,680,000 1,680,000

 

減
算

  

 

 

問題12 耐用年数の短縮（旧定率法） 

 

⑴ 償却限度額 

10,255,000×※0.536＝5,496,680円 

※

  11年－８年＝３年  ∴0.536 

⑵ 償却超過額 

7,000,000－5,496,680＝1,503,320円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 

1,503,320 1,503,320  

減
算

    

 

 

fujita
テキストボックス

fujita
テキストボックス



 

 

 

問題13 耐用年数の短縮（定率法） 

 

⑴ 承認を受けた事業年度の判定及び償却限度額 

4,292,884×0.208＝892,919円＜28,000,000×0.03870＝1,083,600円   

※ 2,200,000＋2,000,000＋92,884＝4,292,884円 

 

（4,292,884－１）×
12

※２×12
＝2,146,441円 

   

８年－６年＝２年 

⑵ 償却超過額 

2,200,000－2,146,441＝53,559円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 53,559 53,559

 

 

減
算

  

 

 

 

 



 

 

Chapter 4 特別償却 

 

問題１ 中小企業者等の機械等（グルーピングとの関係） 

 

１．Ａ機械装置 

⑴ 償却限度額 

1,200,000×0.200＝240,000円≧1,200,000×0.06552＝78,624円 

∴ 240,000×
11

12
＝220,000円 

⑵ 償却超過額 

450,000－220,000＝230,000円 

２．Ｂ機械装置 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

1,800,000×0.200＝360,000円≧1,800,000×0.06552＝117,936円 

∴ 360,000×
10

12
＝300,000円 

② 特別償却 

1,800,000×30％＝540,000円 

③ ①＋②＝840,000円 

⑵ 償却超過額 

1,000,000－840,000＝160,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ａ 機 械 装 置) 

(Ｂ 機 械 装 置) 

230,000

 160,000

230,000

160,000

 

減 

算

  

 

  



 

 

問題２ 中小企業者等の機械等（圧縮記帳との関係） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 圧縮限度額 

4,000,000円＜14,000,000＋500,000＝14,500,000円4,000,000円 

⑵ 圧縮超過額 

7,500,000－4,000,000＝3,500,000円 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

(14,500,000－4,000,000)×0.200＝2,100,000円≧(14,500,000－4,000,000)×0.06552 

＝687,960円 ∴ 2,100,000×
９

12
＝1,575,000円 

② 特別償却 

(14,500,000－4,000,000)×30％＝3,150,000円 

③ ①＋②＝4,725,000円 

⑵ 償却超過額 

(5,000,000＋500,000)－4,725,000＝775,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 

(機 械 装 置 ) 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 ) 

3,500,000

 775,000

3,500,000

775,000

 

減 

算 

圧 縮 積 立 金 認 定 損 

(機 械 装 置 ) 7,500,000 7,500,000

 

 

 

  



 

問題３ 中小企業者等の特定生産性向上設備等（特別償却） 
 

１．Ａ機械装置 

⑴ 償却限度額 

1,200,000×0.200＝240,000円≧1,200,000×0.06552＝78,624円 

∴ 240,000×
11

12
＝220,000円 

⑵ 償却超過額 

450,000－220,000＝230,000円 

２．Ｂ機械装置 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

1,800,000×0.200＝360,000円≧1,800,000×0.06552＝117,936円 

∴ 360,000×
10

12
＝300,000円 

② 特別償却 

1,800,000－300,000＝1,500,000円 

③ ①＋②＝1,800,000円 

⑵ 償却超過額 

1,800,000－1,800,000＝０（税務調整なし） 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ａ 機 械 装 置) 

 

230,000 230,000

 

減 
算 

  

 

 

  



 

問題４ 中小企業者等以外の法人の特定生産性向上設備等（特別償却） 
 

１．Ａ機械装置 

⑴ 償却限度額 

1,200,000×0.200＝240,000円≧1,200,000×0.06552＝78,624円 

∴ 240,000×
11

12
＝220,000円 

⑵ 償却超過額 

450,000－220,000＝230,000円 

２．Ｂ機械装置 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

1,800,000×0.200＝360,000円≧1,800,000×0.06552＝117,936円 

∴ 360,000×
10

12
＝300,000円 

② 特別償却 

1,800,000－300,000＝1,500,000円 

③ ①＋②＝1,800,000円 

⑵ 償却超過額 

1,800,000－1,800,000＝０（税務調整なし） 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ａ 機 械 装 置) 

 

230,000 230,000

 

減 
算 

  

 

 

問題５ エネルギー環境負荷低減推進設備等 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

10,000,000×0.333＝3,330,000円≧10,000,000×0.09911＝991,100円 

∴ 3,330,000×
５

12
＝1,387,500円 

⑵ 償却超過額 

   3,600,000－1,387,500＝2,212,500円 

２．特別償却準備金 

⑴ 積立限度額 

 10,000,000×30％＝3,000,000円 

  



 

⑵ 積立超過額 

 9,000,000－3,000,000＝6,000,000円 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 

特 別 償 却 準 備 金 積 立 超 過 額 

 (機 械 装 置 Ａ) 

2,212,500

6,000,000

2,212,500

6,000,000

 

減
算 

特 別 償 却 準 備 金 認 定 損 

 (機 械 装 置 Ａ) 

 

9,000,000

 

9,000,000

 

 

 

問題６ 国内の設備投資額が増加した場合の機械等の特別償却 
 

⑴ 判 定 

① 70,000,000円＞31,000,000＋12,000,000×0.182×
10

12
＝32,820,000円 

② 70,000,000円＞50,000,000×110％＝55,000,000円 

∴ 適用あり 

⑵ 償却限度額 

① 普通償却 

12,000,000×0.182＝2,184,000円≧12,000,000×0.05992＝719,040円 

2,184,000×
10

12
＝1,820,000円 

② 特別償却 

 12,000,000×30％＝3,600,000円 

  ③ ①＋②＝5,420,000円 

 ⑶ 償却超過額 

   8,000,000－5,420,000＝2,580,000円 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 2,580,000 2,580,000

 

減
算

  

 

 

  



 

問題７ 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却 
 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

6,000,000×0.400＝2,400,000円≧6,000,000×0.10800＝648,000円 

2,400,000×
12

12
＝2,400,000円 

② 特別償却 

 6,000,000×30％＝1,800,000円 

  ③ ①＋②＝4,200,000円 

 ⑵ 償却超過額 

   5,000,000－4,200,000＝800,000円 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(器 具 備 品 Ａ) 800,000 800,000

 

減
算

  

 

 

問題８ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却 
 

１．判 定 

20人以上 27％≧25％   ∴ 割増償却適用あり 

２．工場用建物 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 27,000,000×0.042＝1,134,000円 

② 特別償却 1,134,000×32％＝362,880円 

③ ①＋②＝1,496,880円 

⑵ 償却超過額 

2,200,000－1,496,880＝703,120円 

３．機械装置 

⑴ 償却限度額 

5,000,000×0.189＝945,000円 

⑵ 償却超過額 

1,100,000－945,000＝155,000円 

４．貨物自動車 

⑴ 償却限度額 

(4,075,000＋1,625,000)×0.400＝2,280,000円≧9,000,000×0.10800＝972,000円 

∴ 2,280,000円 

  



 

⑵ 償却超過額 

1,800,000－2,280,000＝△480,000 

480,000円＜1,625,000円  ∴ 480,000円(認 容) 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(工 場 用 建 物) 

(機 械 装 置) 

703,120

155,000

703,120

155,000

 

減 

算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(貨 物 自 動 車) 480,000 480,000

 

 

 

問題９ 特別償却不足額（発生事業年度） 
 

１．機械装置Ａ 

⑴ 償却限度額 

1,450,000×0.200＝290,000円≧1,450,000×0.06552＝95,004円 

∴ 290,000×
12

12
＝290,000円 

⑵ 償却超過額 

400,000－290,000＝110,000円 

２．機械装置Ｂ  

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

2,500,000×0.182＝455,000円≧2,500,000×0.05992＝149,800円 

∴ 455,000×
３

12
＝113,750円 

② 特別償却 

2,500,000×30％＝750,000円 

③ ①＋②＝863,750円 

⑵ 償却超過額 

700,000－863,750＝△163,750 

163,750円＜750,000円  ∴ 163,750円(１年間繰越) 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 110,000 110,000

 

減 

算

  

 

 



 

問題10 特別償却不足額（定率法） 
 

１．機械装置Ａ 

⑴ 償却限度額 

(840,000＋210,000＋110,000)×0.200＝232,000円≧1,450,000×0.06552＝95,004円 

∴ 232,000円 

⑵ 償却超過額 

210,000－232,000＝△22,000 

22,000円＜110,000円  ∴ 22,000円(認 容) 

２．機械装置Ｂ 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

(1,296,000＋504,000－505,000)×0.182＝235,690円≧2,500,000×0.05992＝149,800円 

∴ 235,690円  

② 特別償却不足額 

505,000円 

③ ①＋②＝740,690円 

⑵ 償却超過額 

504,000－740,690＝△236,690 → 0 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

  

減 

算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(機 械 装 置 Ａ) 22,000 22,000

 

 

 

問題11 特別償却不足額（定額法） 
 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

9,000,000×0.100＝900,000円 

② 特別償却不足額 

292,500円 

③ ①＋②＝1,192,500円 

⑵ 償却超過額 

1,400,000－1,192,500＝207,500円 

  



 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 207,500 207,500

 

減 

算 

  

 

 

問題12 特別償却不足額（総合） 
 

１．機械装置Ａ 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

(6,000,000＋6,400,000－3,214,600)×0.133＝1,221,658円≧16,200,000×0.04565＝739,530円  

∴ 1,221,658円 

② 特別償却不足額 

 3,214,600円 

③ ①＋②＝4,436,258円 

⑵ 償却超過額  

6,000,000－4,436,258＝1,563,742円 

２．機械装置Ｂ 

⑴ 償却限度額 

① 普通償却 

8,000,000×0.200＝1,600,000円≧8,000,000×0.06552＝524,160円 

∴ 1,600,000×
９

12
＝1,200,000円 

② 特別償却 

8,000,000×30％＝2,400,000円 

③ ①＋②＝3,600,000円 

⑵ 償却超過額 

3,000,000－3,600,000＝△600,000 

600,000円＜2,400,000円  ∴ 600,000円(１年間繰越) 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 1,563,742 1,563,742

 

減 

算

  

 

 



 

問題13 特別償却準備金（グルーピングとの関係） 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

① 3,600,000×0.167＝601,200円≧3,600,000×0.05566＝200,376円 

∴ 601,200×
５

12
＝250,500円 

② 2,100,000×0.167＝350,700円≧2,100,000×0.05566＝116,886円 

∴ 350,700×
５

12
＝146,125円 

③ ①＋②＝396,625円 

⑵ 償却超過額 

(360,000＋210,000)－396,625＝173,375円 

２．特別償却準備金 

⑴ 機械装置Ａ 

① 積立限度額 

3,600,000×30％＝1,080,000円 

② 積立超過額 

1,200,000－1,080,000＝120,000円 

⑵ 機械装置Ｂ 

① 積立限度額 

2,100,000×30％＝630,000円 

② 積立超過額 

700,000－630,000＝70,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 
減 価 償 却 超 過 額 

(機械装置Ａ・Ｂ) 

特 別 償 却 準 備 金 積 立 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 

(機 械 装 置 Ｂ) 

173,375

120,000

70,000

173,375

120,000

70,000

 

減 
 

算

特 別 償 却 準 備 金 認 定 損 

(機 械 装 置 Ａ) 

(機 械 装 置 Ｂ) 

1,200,000

700,000

1,200,000

700,000

 

 

 

  



 

問題14 特別償却準備金（取崩し） 
 

⑴ 要取崩額 

① 機械装置Ａ 

2,450,000円 

② 機械装置Ｂ 

2,600,000×
 12
※60

＝520,000円 

※ ８＜10 

(イ) 60 

(ロ) ８×12＝96 

(ハ) (イ)＜(ロ) ∴ 60 

③ 機械装置Ｃ 

2,800,000×
12

84
＝400,000円 

⑵ 取崩もれ 

① 機械装置Ａ 

2,450,000－350,000＝2,100,000円 

② 機械装置Ｂ 

520,000－325,000＝195,000円 

③ 機械装置Ｃ 

400,000－280,000＝120,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

 

算 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 

(機 械 装 置 Ａ) 

(機 械 装 置 Ｂ) 

(機 械 装 置 Ｃ) 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 も れ 

(機 械 装 置 Ａ) 

(機 械 装 置 Ｂ) 

(機 械 装 置 Ｃ) 

350,000

325,000

280,000

2,100,000

195,000

120,000

350,000

325,000

280,000

2,100,000

195,000

120,000

 

減 

算

  

 

 

  



 

問題15 特別償却準備金（総合） 
 

１．特別償却準備金 

⑴ 取崩し 

① 要取崩額 

(イ) Ａ機械装置 1,470,000×
12

84
＝210,000円 

(ロ) Ｂ機械装置 990,000円 

② 取崩もれ 

(イ) Ａ機械装置 210,000－0＝210,000円 

(ロ) Ｂ機械装置 990,000－0＝990,000円 

⑵ 積立て 

① 積立限度額 

Ｃ機械装置 2,000,000×30％＝600,000円 

② 積立超過額 

Ｃ機械装置 675,000－600,000＝75,000円 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

① (867,000＋2,906,000)×0.200＝754,600円≧4,900,000×0.06552＝321,048円 

∴ 754,600円 

② 2,000,000×0.200＝400,000円≧2,000,000×0.06552＝131,040円 

∴ 400,000×
９

12
＝300,000円 

③ ①＋②＝1,054,600円 

⑵ 償却超過額 

(867,000＋700,000)－1,054,600＝512,400円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

 

算 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 も れ 

(Ａ 機 械 装 置) 

(Ｂ 機 械 装 置) 

特 別 償 却 準 備 金 積 立 超 過 額 

(Ｃ 機 械 装 置) 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ａ・Ｃ機械装置) 

210,000

990,000

75,000

512,400

210,000

990,000

75,000

512,400

 

減 

算

特 別 償 却 準 備 認 定 損 

(Ｃ 機 械 装 置) 675,000 675,000

 

 

 



 

Chapter 5 特別控除 

 

問題１ 試験研究費（総額に係る税額控除） 
 

１．総 額 

⑴ 当期試験研究費 

67,200,000円  

⑵ 特別控除額 

① 支出基準額 

⑴×※0.096＝6,451,200円 

※ (イ) (744,000,000＋780,000,000＋852,000,000＋912,000,000)÷４＝822,000,000円 

(ロ) 
⑴

822,000,000
＝0.0817…＜10％ 

∴ 
⑴

822,000,000
×0.2＋８％＝0.0963… → 0.096 

② 税額基準額 

252,999,780×30％＝75,899,934円 

③ ①＜②  ∴ 6,451,200円 

２．増加等 

⑴ 増 加 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

67,200,000円 

(ロ) 比較試験研究費 

54,000,000＋50,400,000＋64,800,000

３
＝56,400,000円 

(ハ) 増加試験研究費 

(イ)－(ロ)＝10,800,000円 

(ニ) 基準試験研究費 

50,400,000円＜64,800,000円  ∴ 64,800,000円 

(ホ) 判 定 

(ハ)＞(ロ)×５％  (イ)＞(ニ)  ∴ 適用あり 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

10,800,000×※
10,800,000

56,400,000
＝2,068,085円 

※ 
10,800,000

56,400,000
＜30％  ∴ 

10,800,000

56,400,000
 

(ロ) 税額基準額 

252,999,780×10％＝25,299,978円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 2,068,085円 

  



 

⑵ 高水準 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

67,200,000円 

(ロ) 平均売上金額 

822,000,000円 

(ハ) 判 定 

(イ)≦（ロ)×10％＝82,200,000円  ∴ 適用なし 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 2,068,085円 

３．１．＋２．＝8,519,285円 

 

 

問題２ 試験研究費（中小企業者等の特例） 
 

１．中 小（控除割合より、明らかに中小企業者等の特例が有利。） 

⑴ 当期試験研究費 

36,000,000円 

⑵ 特別控除額 

① 支出基準額 

⑴×12％＝4,320,000円 

② 税額基準額 

28,027,785×30％＝8,408,335円 

③ ①＜②   ∴ 4,320,000円 

２．増加等 

⑴ 増 加 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

36,000,000円 

(ロ) 比較試験研究費 

30,000,000円 

(ハ) 増加試験研究費 

(イ)－(ロ)＝6,000,000円  

(ニ) 基準試験研究費 

31,800,000円 

(ホ) 判 定 

(ハ)＞(ロ)×５％  (イ)＞(ニ)  ∴ 適用あり 

  



 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

6,000,000×※
6,000,000

30,000,000
＝1,200,000円 

※ 
6,000,000

30,000,000
＜30％  ∴ 

6,000,000

30,000,000
 

(ロ) 税額基準額 

28,027,785×10％＝2,802,778円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 1,200,000円 

⑵ 高水準 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

36,000,000円 

(ロ) 平均売上金額 

351,000,000円 

(ハ) 判 定 

(イ)＞(ロ)×10％＝35,100,000円  ∴ 適用あり 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

(36,000,000－35,100,000)×{(
36,000,000

351,000,000
－10％)×0.2}＝461円 

(ロ) 税額基準額 

28,027,785×10％＝2,802,778円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 461円 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 1,200,000円 

３．１．＋２．＝5,520,000円 

 

 

問題３ 試験研究費（特別試験研究費がある場合） 
 

１．総 額 

⑴ 当期試験研究費 

31,350,000＋15,400,000＋(44,000,000－4,400,000)－3,300,000－550,000＝82,500,000円 

⑵ 特別控除額 

① 支出基準額 

⑴×※0.093＝7,672,500円 

※ 
⑴

1,197,735,000
＝0.06888…＜10％ 

∴ 
⑴

1,197,735,000
×0.2＋８％＝0.0937… → 0.093 

② 税額基準額 

80,999,985×30％＝24,299,995円 

③ ①＜②  ∴ 7,672,500円 



 

２．特 別 

⑴ 支出基準額 

1,100,000×※0.027＝29,700円 

※ 12％－0.093＝0.027 

⑵ 税額基準額 

80,999,985×30％－7,672,500＝16,627,495円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 29,700円 

３．増加等 

⑴ 増 加 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

82,500,000円 

(ロ) 比較試験研究費 

41,800,000円 

(ハ) 増加試験研究費 

(イ)－(ロ)＝40,700,000円  

(ニ) 基準試験研究費 

46,200,000円 

(ホ) 判 定 

(ハ)＞(ロ)×５％  (イ)＞(ニ)  ∴ 適用あり 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

40,700,000×※30％＝12,210,000円 

※ 
40,700,000

41,800,000
≧30％  ∴ 30％ 

(ロ) 税額基準額 

80,999,985×10％＝8,099,998円 

(ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 8,099,998円 

⑵ 高水準 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

82,500,000円 

(ロ) 平均売上金額 

1,197,735,000円 

(ハ) 判 定 

(イ)≦(ロ)×10％＝119,773,500円  ∴ 適用なし 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 8,099,998円 

４．１．＋２．＋３．＝15,802,198円 

 

  



 

問題４ 試験研究費（減価償却との関係） 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

  ① 普通償却 

8,400,000×0.286＝2,402,400円≧8,400,000×0.08680＝729,120円 

∴ 2,402,400×
５

12
＝1,001,000円 

  ② 特別償却 

    8,400,000×30％＝2,520,000円 

  ③ ①＋②＝3,521,000円 

⑵ 償却超過額 

4,247,600－3,521,000＝726,600円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 726,600 726,600

 

減
算

  

 

２．試験研究費の特別控除額 

⑴ 中 小（控除割合より、明らかに中小企業者等の特例が有利。） 

① 当期試験研究費 

42,000,000＋15,400,000＋(35,000,000－726,600)＝91,673,400円 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

①×12％＝11,000,808円 

(ロ) 税額基準額 

70,839,735×30％＝21,251,920円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 11,000,808円 

 

 

  



 

問題５ 試験研究費（圧縮記帳との関係） 
 

１．国庫補助金 

⑴ 圧縮限度額 

1,500,000円＜4,000,000円  ∴ 1,500,000円 

⑵ 圧縮超過額 

2,000,000－1,500,000＝500,000円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(4,000,000－1,500,000)×0.133＝332,500円≧(4,000,000－1,500,000)×0.04565＝114,125円 

∴ 332,500×
９

12
＝249,375円 

⑵ 償却超過額 

(840,000＋500,000)－249,375＝1,090,625円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置) 1,090,625 1,090,625

 

減
算

  

 

３．試験研究費の特別控除 

⑴ 総 額 

① 当期試験研究費 

49,400,000＋59,800,000＋66,300,000－1,090,625－1,500,000＝172,909,375円 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

①×※0.092＝15,907,662円 

※ ○ｲ  0.06333…＜10％ 

○ﾛ  0.06333…×0.2＋８％＝0.0926… → 0.092 

(ロ) 税額基準額 

194,167,710×30％＝58,250,313円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 15,907,662円 

⑵ 特 別 

① 支出基準額 

6,500,000×※0.028＝182,000円 

※ 12％－0.092＝0.028 

② 税額基準額 

194,167,710×30％－15,907,662＝42,342,651円 

③ ①＜②  ∴ 182,000円 

⑶ ⑴＋⑵＝16,089,662円  



 

問題６ 試験研究費（繰越控除） 
 

１．総額・当期分 

⑴ 当期試験研究費 

5,000,000＋5,600,000＋6,600,000＝17,200,000円 

⑵ 特別控除額 

① 支出基準額 

⑴×※0.084＝1,444,800円 

※ 
⑴

860,000,000
＝0.02＜10％ 

∴ 0.02×0.2＋８％＝0.084 

② 税額基準額 

11,475,000×30％＝3,442,500円 

③ ①＜②  ∴ 1,444,800円 

２．繰越分 

⑴ 判 定 

  17,200,000円＞15,000,000円  ∴ 適用あり 

⑵ 支出基準額 

   754,000円 

⑶ 税額基準額 

11,475,000×30％－1,444,800＝1,997,700円 

⑷ ⑵＜⑶  ∴ 754,000円 

３．増加等 

⑴ 増 加 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

17,200,000円 

(ロ) 比較試験研究費 

11,400,000円 

(ハ) 増加試験研究費 

(イ)－(ロ)＝5,800,000円  

(ニ) 基準試験研究費 

15,000,000円 

(ホ) 判 定 

(ハ)＞(ロ)×５％  (イ)＞(ニ)  ∴ 適用あり 

② 特別控除額 

(イ) 支出基準額 

5,800,000×※30％＝1,740,000円 

※ 
5,800,000

11,400,000
≧30％  ∴ 30％ 

  



 

(ロ) 税額基準額 

11,475,000×10％＝1,147,500円 

(ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 1,147,500円 

⑵ 高水準 

① 判 定 

(イ) 当期試験研究費 

17,200,000円 

(ロ) 平均売上金額 

860,000,000円 

(ハ) 判 定 

(イ)≦(ロ)×10％＝86,000,000円  ∴ 適用なし 

⑶ ⑴＞⑵  ∴ 1,147,500円 

４．１．＋２．＋３．＝3,346,300円 

 

 

問題７ 中小企業者等の機械等（特別控除） 
 

⑴ 税額控除限度額 

7,200,000×７％＝504,000円 

⑵ 税額基準額 

17,509,800×20％＝3,501,960円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 504,000円 

 

 

問題８ 中小企業者等の機械等（控除税額の繰越し） 
 
１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

① (6,858,000＋99,000)×0.182＝1,266,174円≧9,000,000×0.05992＝539,280円 

∴ 1,266,174円 

② 7,600,000×0.182＝1,383,200円≧7,600,000×0.05992＝455,392円 

  ∴ 1,383,200円×
６

12
＝691,600円 

③ ①＋②＝1,957,774円 

⑵ 償却超過額 

(1,800,000＋900,000)－1,957,774＝742,226円 

  



 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機械装置Ａ・Ｂ) 742,226 742,226

 

減
算 

  

 

２．特別控除額 

⑴ 当期分（機械装置Ｂ） 

① 税額控除限度額 

7,600,000×７％＝532,000円 

② 税額基準額 

4,339,815×20％＝867,963円 

③ ①＜②  ∴ 532,000円 

⑵ 前期分（機械装置Ａ） 

① 繰越税額控除限度超過額 

85,000円 

② 税額基準額 

867,963－532,000＝335,963円 

③ ①＜②  ∴ 85,000円 

⑶ ⑴＋⑵＝617,000円 

 

 

問題９ 中小企業者等の特定生産性向上設備等（特別控除） 
 

１．特定中小企業者等である場合 

⑴ 税額控除限度額 

7,200,000×10％＝720,000円 

⑵ 税額基準額 

17,509,800×20％＝3,501,960円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 720,000円 

 

２．特定中小企業者等以外の中小企業者等である場合 

⑴ 税額控除限度額 

7,200,000×７％＝504,000円 

⑵ 税額基準額 

17,509,800×20％＝3,501,960円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 504,000円 

 

 



 

問題10 中小企業者等の特定生産性向上設備等（控除税額の繰越し） 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

① 8,590,500×0.182＝1,563,471円≧9,000,000×0.05992＝539,280円  ∴ 1,563,471円 

② 7,600,000×0.182＝1,383,200円≧7,600,000×0.05992＝455,392円 

  ∴ 1,383,200円×
６

12
＝691,600円 

③ ①＋②＝2,255,071円 

⑵ 償却超過額 

(1,800,000＋900,000)－2,255,071＝444,929円 

２．特別控除額 

⑴ 当期分 

① 税額控除限度額 

7,600,000×10％＝760,000円 

② 税額基準額 

4,339,815×20％＝867,963円 

③ ①＜②  ∴ 760,000円 

⑵ 前期分 

① 税額控除限度額 

9,000,000×10％＝900,000円 

② 税額基準額 

4,339,815×20％－760,000＝107,963円 

③ ①＞②  ∴ 107,963円（900,000円と107,963円との差額は切捨て） 

⑶ 合計 

  ⑴＋⑵＝867,963円 

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ・Ｂ) 444,929 444,929

 

減
算

  

 

 

問題11 中小企業者等以外の法人の特定生産性向上設備等（特別控除） 
 

⑴ 税額控除限度額 

7,200,000×５％＝360,000円 

⑵ 税額基準額 

17,509,800×20％＝3,501,960円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 360,000円 



 

問題12 エネルギー環境負荷低減推進設備等 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

10,000,000×0.333＝3,330,000円≧10,000,000×0.09911＝991,100円 

∴ 3,330,000×
５

12
＝1,387,500円 

⑵ 償却超過額 

   3,600,000－1,387,500＝2,212,500円 

２．特別控除額 

⑴ 税額控除限度額 

 10,000,000×７％＝700,000円 

⑵ 税額基準額 

 94,999,965円×20％＝18,999,993円 

⑶ ⑴＜⑵   ∴ 700,000円（別表一法人税額の下・控除） 

 

 

問題13 国内の設備投資額が増加した場合の機械等の特別控除 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

4,000,000×0.182＝728,000円≧4,000,000×0.05992＝239,680円 

728,000×
12

12
＝728,000円 

 ⑵ 償却超過額 

   3,000,000－728,000＝2,272,000円 

２．特別控除額 

⑴ 判 定 

① 60,000,000円＞54,000,000＋(3,000,000－2,272,000)＝54,728,000円 

② 60,000,000円＞54,000,000×110％＝59,400,000円 

∴ 適用あり 

 ⑵ 特別控除額 

① 税額控除限度額 

    4,000,000×３％＝120,000円 

② 税額基準額 

    28,050,000×20％＝5,610,000円 

③ ①＜②   ∴ 120,000円（別表一法人税額の下・控除） 

  



 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 2,272,000 2,272,000

 

減
算 

  

 

 

問題14 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別控除 
 

１．減価償却 

⑴ 償却限度額 

4,500,000×0.400＝1,800,000円≧4,500,000×0.10800＝486,000円 

1,800,000×
12

12
＝1,800,000円 

 ⑵ 償却超過額 

   4,000,000－1,800,000＝2,200,000円  

２．特別控除額 

⑴ 税額控除限度額 

   4,500,000×７％＝315,000円 

⑵ 税額基準額 

   21,600,000×20％＝4,320,000円 

⑶ ⑴＜⑵   ∴ 315,000円（別表一法人税額の下・控除） 

(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 2,200,000 2,200,000

 

減
算

  

 

 

  



 

問題1 5 雇用者の数が増加した場合の特別控除⑴ 
 

  ⑴ 判 定 

   ① 基準雇用者数 

90－80＝10人≧２人 

   ② 基準雇用者割合 

 
10

80
＝0.125≧10％ 

   ③ 給与等支給額 

    (イ) 給与等支給額 

 483,000,000円 

    (ロ) 比較給与等支給額 

406,489,000＋406,489,000×0.125×30％＝421,732,337円 

    (ハ) (イ)≧(ロ)  ∴ 適用あり 

  ⑵ 特別控除額 

① 税額控除限度額 

 400,000×10＝4,000,000円 

   ② 税額基準額 

   52,999,935×20％＝10,599,987円 

   ③ 特別控除額 

   ①＜②  ∴ 4,000,000円 

 

 

問題1 6 雇用者の数が増加した場合の特別控除⑵ 
 

⑴ 判 定 

  ① 基準雇用者数 

    (85－１)－(76－１)＝９人≧５人 

  ② 基準雇用者割合 

 
９

75
＝0.12≧10％ 

  ③ 給与等支給額 

   (イ) 給与等支給額 

 383,000,000－7,500,000＝375,500,000円 

 (ロ) 比較給与等支給額 

○イ  346,100,000－6,800,000＝339,300,000円 

○ロ  339,300,000＋339,300,000×0.12×30％＝351,514,800円 

   (ハ) (イ)≧(ロ)  ∴ 適用あり 

 ⑵ 特別控除額 

① 税額控除限度額 

 400,000×９＝3,600,000円 



 

  ② 税額基準額 

   41,999,775×10％＝4,199,977円 

  ③ ①＜②  ∴ 3,600,000円 

 

 

問題17 雇用者給与等支給額が増加した場合の特別控除 
 

⑴ 判 定 

① 雇用者給与等支給増加額 

    635,400,000－450,550,000＝184,850,000円 

② 
①

450,550,000
≧３％ 

③ 635,400,000円≧475,820,000円 

 ④ 
635,400,000

100人×12月
＞

475,820,000

100人×12月
 

                  ∴ 適用あり 

⑵ 特別控除額 

① 税額控除限度額 

184,850,000×10％＝18,485,000円 

② 税額基準額 

31,800,000×20％＝6,360,000円 

③ 特別控除額 

①＞②  ∴ 6,360,000円（別表一法人税額の下・控除） 

 



Chapter 6 入会金等 

 
 

問題１ 入会金等(ゴルフクラブ) 
 

１．ゴルフクラブ入会金 

9,000,000＋150,000＝9,150,000円 

２．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

０円 

② ①以外 

6,800,000＋13,700,000＋300,000＝20,800,000円 

③ ①＋②＝20,800,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  ０円 

② 定額控除限度額 

20,800,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝12,800,000円 

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

ゴ ル フ ク ラ ブ 入 会 金 計 上 も れ 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

9,150,000

15,400,000

9,150,000  

15,400,000 

減
算

    

 

 

問題２ 入会金等(レジャークラブ) 
 

⑴ 償却期間 

４年 

⑵ 償却限度額 

1,500,000×
９

４×12
＝281,250円 

⑶ 償却超過額 

1,500,000－281,250＝1,218,750円 



(単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

繰 延 資 産 償 却 超 過 額 

(Ａレジャークラブ入会金) 

Ｂレジャークラブ入会金計上もれ 

1,218,750

3,000,000

1,218,750

3,000,000

 

減
算 

    

 

 

問題３ 入会金等 (社交団体等) 
 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

０円 

② ①以外 

2,000,000＋360,000＋300,000＋700,000＋5,640,000＝9,000,000円 

③ ①＋②＝9,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  ０円 

② 定額控除限度額 

9,000,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝1,000,000円 

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 3,600,000 3,600,000 

減
算

    

 



 

問題４ 養老保険に係る保険料 

 

（設問１） 

 4,800,000×
１

２
＝2,400,000円 

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

保 険 積 立 金 計 上 も れ 2,400,000 2,400,000
 

減
算 

    

 

（設問２） 

  

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算保 険 積 立 金 計 上 も れ 6,000,000 6,000,000

 

減
算

    

 

 



 

Chapter 7 使途秘匿金 

 

問題１ 使途秘匿金 

 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

０円 

② ①以外 

300,000＋480,000＋520,000＋5,200,000＝6,500,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  ０円 

② 定額控除限度額 

6,500,000円＜8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 6,500,000円 

③ ①＜②  ∴ 6,500,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝０ 

２．使途秘匿金に係る特別税額 

  2,000,000×40％＝800,000円（別表一・法人税額計の欄に外書） 

 (単位：円) 

 項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

費 途 不 明 金 否 認 

1,100,000

2,000,000

1,100,000 

2,000,000 

減
算

    

 

  

 



 

Chapter 8 同族会社等 

 

問題１ 特定同族会社の判定 

 
  Ａ Ｃ Ｇ(Ａの妻)  

⑴ Ａグループ 35％＋ 13％＋ ７％ ＝55％ 

 

  Ｂ Ｄ   

⑵ Ｂグループ ８％＋ ９％  ＝17％ 

 

  Ｅ Ｆ(Ｅの妻)   

⑶ Ｅグループ ７％＋ ３％  ＝10％ 

 

 
 

問題２ 留保金課税 

 

⑴ 留保金額 

① 留保所得金額 

(519,520,000＋8,420,000)－65,000,000－(115,000＋6,497,880＋2,280,000)＝454,047,120円 

② 法人税額 

132,477,600－2,280,000＝130,197,600円 

③ 地方法人税額 

9,077,400円 

④ 住民税額 

132,477,600×16.3％＝21,593,848円 

⑤ 留保金額 

(①＋65,000,000－45,000,000)－(②＋③＋④)＝313,178,272円 

⑵ 留保控除額 

① 所得基準額 

(519,520,000＋8,420,000)×40％＝211,176,000円 

② 定額基準額 

20,000,000×
12

12
＝20,000,000円 

③ 積立金基準額 

150,000,000×25％－(230,000,000－65,000,000)＝△127,500,000 → ０ 

④ ①～③のうち最大  ∴ 211,176,000円 

⑶ 課税留保金額 

⑴－⑵＝102,002,272 → 102,002,000円（千円未満切捨） 

⑷ 特別税額 

30,000,000×
12

12
×10％＋(100,000,000×

12

12
－30,000,000)×15％＋(102,002,000－100,000,000) 

 
  



問題３ 留保金課税（試験研究費の特別控除額との関係） 

 

⑴ 留保金額 

① 留保所得金額 

(250,000,000＋4,500,000)－30,000,000－(7,000,000＋1,531,500)＝215,968,500円 

② 法人税額 

63,750,000－5,400,000－1,531,500＝56,818,500円 

③ 地方法人税額 

2,567,400円 

④ 住民税額 

63,750,000×16.3％＝10,391,250円 

⑤ 留保金額 

(①＋30,000,000－20,000,000)－(②＋③＋④)＝156,191,350円 

⑵ 留保控除額 

① 所得基準額 

(250,000,000＋4,500,000)×40％＝101,800,000円 

② 定額基準額 

20,000,000×
12

12
＝20,000,000円 

③ 積立金基準額 

400,000,000×25％－175,000,000＝△75,000,000 → 0 

④ ①～③のうち最大  ∴ 101,800,000円 

⑶ 課税留保金額 

⑴－⑵＝54,391,350円 → 54,391,000円（千円未満切捨） 

⑷ 特別税額 

(30,000,000×
12

12
×10％)＋(54,391,000－30,000,000)×15％ 

＝6,658,650 → 6,658,600円（百円未満切捨） 

 



 

Chapter 9 圧縮記帳等 

 

問題１ 特別勘定の設定（国庫補助金等） 

 

１．特別勘定 

⑴ 繰入限度額 

28,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

35,000,000－28,000,000＝7,000,000円 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

35,000,000×0.200＝7,000,000円≧35,000,000×0.06552＝2,293,200円 

∴ 7,000,000×
５

12
＝2,916,666円 

⑵ 償却超過額 

5,000,000－2,916,666＝2,083,334円 

(単位：円) 

 項      目 金     額 留 保 社 外 流 出  

加 

 

算 

特 別 勘 定 繰 入 超 過 額  

減 価 償 却 超 過 額

(機 械 装 置)

7,000,000

2,083,334

7,000,000

2,083,334

 

減 

算 

特別勘定積立金認定損  

 (機 械 装 置)

 

35,000,000

 

35,000,000

 

   



問題２ 特別勘定設定後の圧縮記帳（国庫補助金等） 

 

１．圧縮記帳 

 ⑴ 圧縮限度額 

12,000,000＜15,000,000  ∴ 12,000,000円 

 ⑵ 圧縮超過額 

   14,999,999－12,000,000＝2,999,999円 

２．特別勘定 

 ⑴ 要取崩額 12,000,000円 

 ⑵ 取崩もれ 12,000,000－0＝12,000,000円 

(単位：円) 

 項      目 金     額 留 保 社 外 流 出  

加 

 

算 

圧 縮 超 過 額

(土 地)

特 別 勘 定 取 崩 も れ

 

2,999,999

12,000,000

 

2,999,999

12,000,000

 

減 

算 

 

 
 

問題３ 特別勘定の設定（保険金等） 

 

特別勘定 

⑴ 滅失経費の額 

200,000＋300,000＋500,000＝1,000,000円 

⑵ 差引保険金等の額 

15,000,000－1,000,000＝14,000,000円 

⑶ 保険差益金の額 

14,000,000－(8,000,000＋500,000)＝5,500,000円 

⑷ 繰入限度額 

5,500,000×
14,000,000

14,000,000
＝5,500,000円 

⑸ 繰入超過額 

7,000,000－5,500,000＝1,500,000円  

（単位：円） 

 項      目 金   額 留   保 社 外 流 出 

加 

算 
特 別 勘 定 繰 入 超 過 額 1,500,000 1,500,000

 

減 

算 

特 別 勘 定 積 立 金 認 定 損

減 価 償 却 超 過 額 認 容

(機 械 装 置)

7,000,000

500,000

7,000,000

500,000

 

 



問題４ 特別勘定設定後の圧縮記帳（保険金等） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 滅失経費の額 

2,000,000円 

⑵ 差引保険金等の額 

30,000,000－2,000,000＝28,000,000円 

⑶ 保険差益金の額 

28,000,000－5,640,000＝22,360,000円 

⑷ 圧縮限度額 

① 特別勘定の金額 22,360,000円 

② 22,360,000×
※27,000,000

 28,000,000
＝21,561,428円 

※ 27,000,000円＜28,000,000円  ∴ 27,000,000円 

③ ①＞②  ∴ 21,561,428円 

⑸ 圧縮超過額 

20,000,000－21,561,428＝△1,561,428 →０ 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(27,000,000－20,000,000)×0.020×
９

12
＝105,000円 

⑵ 償却超過額 

250,000－105,000＝145,000円 

３．特別勘定 

⑴ 要取崩額 

21,561,428円 

⑵ 取崩もれ 

21,561,428－20,000,000＝1,561,428円 

（単位：円） 

 項      目 金     額 留   保 社 外 流 出 

加 

算 

特 別 勘 定 取 崩 額

特 別 勘 定 取 崩 も れ

減 価 償 却 超 過 額

(建 物)

20,000,000

1,561,428

145,000

20,000,000

1,561,428

145,000

 

減 

算 

 

 

 

  



 

問題５ 特別勘定の設定（買換え） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 差益割合 

130,000,000－(97,980,000＋1,600,000)

130,000,000
＝0.234 

⑵ 圧縮限度額 

90,000,000円＜130,000,000円  ∴ 90,000,000円 

90,000,000×0.234×80％＝16,848,000円 

⑶ 圧縮超過 

17,000,000－16,848,000＝152,000円(償却費) 

２．特別勘定 

⑴ 繰入限度額 

130,000,000－90,000,000＝40,000,000円＜45,000,000円  ∴ 40,000,000円 

40,000,000×0.234×80％＝7,488,000円 

⑵ 繰入超過額 

10,000,000－7,488,000＝2,512,000円 

３．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(90,000,000－16,848,000)×0.027×
８

12
＝1,316,736円 

⑵ 償却超過額 

(1,500,000＋152,000)－1,316,736＝335,264円 

（単位：円） 

 項       目 金   額 留   保 社 外 流 出 

加

算 

減 価 償 却 超 過 額

(工 場 用 建 物 )

特 別 勘 定 繰 入 超 過 額

335,264

2,512,000

335,264

2,512,000

 

減

算 
特 別 勘 定 積 立 金 認 定 損 10,000,000 10,000,000

 

 

  



 

問題６ 特別勘定設定後の圧縮記帳（買換え） 

 

〈前 期〉 

１．圧縮記帳 

⑴ 差益割合 

170,000,000－(3,500,000＋131,000,000＋1,500,000)

170,000,000
＝0.2 

⑵ 圧縮限度額 

170,000,000円＞180,000,000×
300㎡×５

1,800㎡
＝150,000,000円  ∴ 150,000,000円 

150,000,000×0.2×80％＝24,000,000円 

⑶ 圧縮超過額 

30,000,000－24,000,000＝6,000,000円 

２．特別勘定 

⑴ 繰入限度額 

(170,000,000－150,000,000)×0.2×80％＝3,200,000円 

⑵ 繰入超過額 

4,000,000－3,200,000＝800,000円 

（単位：円） 

 項       目 金   額 留   保 社 外 流 出 

加

算 

土 地 圧 縮 超 過 額

特 別 勘 定 積 立 超 過 額

6,000,000

800,000

6,000,000 

800,000 

 

減

算 
特 別 勘 定 積 立 金 認 定 損 4,000,000 4,000,000 

 

 

〈当 期〉 

１．圧縮記帳 

⑴ 圧縮限度 

① 特別勘定の金額  3,200,000円 

② 170,000,000－150,000,000＝20,000,000円＜35,000,000円  ∴ 20,000,000円 

20,000,000×0.2×80％＝3,200,000円 

③ ①＝②  ∴ 3,200,000円 

⑵ 圧縮超過 

3,700,000－3,200,000＝500,000円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(35,000,000－3,200,000)×0.020×
９

12
＝477,000円 

⑵ 償却超過額 

(100,000＋500,000)－477,000＝123,000円 



（単位：円） 

 項       目 金   額 留   保 社 外 流 出 

加

算 

減 価 償 却 超 過 額

(事 務 所 用 建 物)

特 別 勘 定 取 崩 も れ

123,000

3,200,000

123,000

3,200,000

 

減

算 

  

 

 

 

  



問題７ 収用等の圧縮記帳 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 差引対価補償金 

108,000,000－(6,750,000－1,620,000)＝102,870,000円 

⑵ 差益割合 

102,870,000－(24,030,000＋11,610,000＋364,500)

102,870,000
＝0.65 

⑶ 圧縮限度額 

① 土地Ｃ 

102,870,000円＞88,000,000円  ∴ 88,000,000円 

88,000,000×0.65＝57,200,000円 

② 建物Ｄ 

102,870,000－88,000,000＝14,870,000円＜44,000,000円  ∴ 14,870,000円 

14,870,000×0.65＝9,665,500円 

⑷ 圧縮超過額 

① 土地Ｃ 

66,000,000－57,200,000＝8,800,000円 

② 建物Ｄ 

27,500,000－9,665,500＝17,834,500円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(44,000,000－9,665,500)×0.020×
７

12
＝400,569円 

⑵ 償却超過額 

(198,000＋17,834,500)－400,569＝17,631,931円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

土 地 Ｃ 圧 縮 超 過 額 

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物 Ｄ ) 

8,800,000

17,631,931

8,800,000

17,631,931

 

減 

算

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(建 物 Ｂ ) 

 

364,500

 

364,500

 

 

 

  



問題８ 収用等の特別勘定 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 差引対価補償金 

(540,000,000＋21,600,000)－※6,840,000＝554,760,000円  

※ 10,440,000－(2,400,000＋1,200,000)＝6,840,000円 

⑵ 差益割合 

554,760,000－(114,360,000＋7,920,000＋321,960)

554,760,000
＝0.779 

⑶ 圧縮限度額 

440,000,000円＜554,760,000円  ∴ 440,000,000円  

440,000,000×0.779＝342,760,000円 

⑷ 圧縮超過額 

※385,000,000－342,760,000＝42,240,000円 

※ 231,000,000＋154,000,000＝385,000,000円 

２．特別勘定 

⑴ 繰入限度額 

554,760,000－440,000,000＝114,760,000円 

114,760,000×0.779＝89,398,040円  

⑵ 繰入超過額 

※55,000,000－89,398,040＝△34,398,040 → 0 

※ 33,000,000＋22,000,000＝55,000,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 

(土 地) 

  

42,240,000 42,240,000

 

減 
 

算 

圧 縮 積 立 金 認 定 損 

(土 地) 

特 別 勘 定 積 立 金 認 定 損 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(倉庫用建物 ) 

385,000,000

55,000,000

321,960

385,000,000

55,000,000

321,960

 

 

 

  



 

問題９ 収用等の圧縮記帳（特別勘定設定後の圧縮記帳） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 差引対価補償金 

121,500,000－(6,300,000－2,250,000)＝117,450,000円 

⑵ 差益割合 

117,450,000－(21,600,000＋1,890,000)

117,450,000
＝0.8 

⑶ 圧縮限度額 

① 土地Ｃ 

(イ) 特別勘定残高  90,000,000円 

(ロ) 117,450,000円＞74,250,000円  ∴ 74,250,000円 

74,250,000×0.8＝59,400,000円 

(ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 59,400,000円 

② 建物Ｄ 

(イ) 特別勘定残高  90,000,000－59,400,000＝30,600,000円 

(ロ) 117,450,000－74,250,000＝43,200,000円＝43,200,000円  ∴ 43,200,000円 

43,200,000×0.8＝34,560,000円 

(ハ) (イ)＜(ロ)  ∴ 30,600,000円 

⑷ 圧縮超過額 

① 土地Ｃ 

60,750,000－59,400,000＝1,350,000円 

② 建物Ｄ 

35,100,000－30,600,000＝4,500,000円 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(43,200,000－30,600,000)×0.027×
３

12
＝85,050円 

⑵ 償却超過額 

360,000－85,050＝274,950円 

  



(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 

(土 地 Ｃ ) 

(建 物 Ｄ ) 

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物 Ｄ ) 

特 別 勘 定 取 崩 も れ 

1,350,000

4,500,000

274,950

90,000,000

1,350,000

4,500,000

274,950

90,000,000

 

減 

算 

圧 縮 積 立 金 認 定 損 

(土 地 Ｃ ) 

(建 物 Ｄ ) 

60,750,000

35,100,000

60,750,000

35,100,000

 

 

 

問題1 0 収用等の所得の特別控除  

 

⑴ 譲渡益 

52,000,000－{7,800,000＋(2,860,000－2,600,000)}＝43,940,000円 

⑵ 控除限度額 

50,000,000－30,000,000＝20,000,000円 

⑶ 特別控除額 

⑴＞⑵  ∴ 20,000,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

  

減 

算 
収 用 等 の 所 得 の 特 別 控 除 額 20,000,000  ※20,000,000 

 

 

問題1 1 特定資産の交換  

 

１．圧縮記帳 

⑴ 判 定 

① 土 地 

35,000,000－26,600,000＝8,400,000円＞35,000,000×20％＝7,000,000円 

∴ 法50適用なし → 特定資産の交換 

② 建 物 

13,300,000－10,500,000＝2,800,000円＞13,300,000×20％＝2,660,000円 

∴ 法50適用なし → 特定資産の交換 

  



⑵ 差益割合 

45,500,000－(32,900,000＋70,000＋2,520,000)

45,500,000
＝0.22 

⑶ 圧縮限度額 

① 土 地 

26,600,000円＜45,500,000円  ∴ 26,600,000円 

26,600,000×0.22×80％＝4,681,600円 

② 建 物 

13,300,000円＜45,500,000－26,600,000＝18,900,000円  ∴ 13,300,000円 

13,300,000×0.22×80％＝2,340,800円 

⑷ 圧縮超過額 

① 土 地 

8,000,000－4,681,600＝3,318,400円 

② 建 物 

4,000,000－2,340,800＝1,659,200円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(13,300,000－2,340,800)×0.020×
７

12
＝127,857円 

⑵ 償却超過額 

(160,000＋1,659,200)－127,857＝1,691,343円 

 

(単位：円) 

項        目 総  額 留  保 社外流出 

加 

算 

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 

(土 地) 

減 価 償 却 超 過 額 

(建 物) 

3,318,400

1,691,343

3,318,400

1,691,343

 

 

減 

算 

圧 縮 積 立 金 認 定 損 

(土 地) 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(建 物) 

8,000,000

70,000

8,000,000

70,000

 

 

 

 

  



 

問題1 2 先行取得の圧縮記帳（買換え） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 差益割合 

54,000,000－(39,540,000＋2,280,000＋180,000＋480,000＋720,000)

54,000,000
＝0.2 

⑵ 圧縮限度額 

① 土 地 

35,000,000×
350㎡×５

2,500㎡
＝24,500,000円＜54,000,000円 ∴ 24,500,000円 

24,500,000×0.2×80％＝3,920,000円 

② 倉庫用建物 

28,000,000円＜54,000,000－24,500,000＝29,500,000円  ∴ 28,000,000円 

28,000,000×
27,706,000

28,000,000
×0.2×80％＝4,432,960円 

③ 機械装置 

12,600,000円＞29,500,000－28,000,000＝1,500,000円  ∴ 1,500,000円 

1,500,000×
11,970,000

12,600,000
×0.2×80％＝228,000円 

⑶ 圧縮超過額 

① 土 地 

7,000,000－3,920,000＝3,080,000円 

② 倉庫用建物 

5,600,000－4,432,960＝1,167,040円(償却費) 

③ 機械装置 

2,800,000－228,000＝2,572,000円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 倉庫用建物 

① 償却限度額 

28,000,000－4,432,960×
28,000,000

27,706,000
＝23,520,000円 

23,520,000×0.042＝987,840円 

② 償却超過額 

(1,050,000＋1,167,040)－987,840＝1,229,200円 

⑵ 機械装置 

① 償却限度額 

(11,970,000－228,000)×0.200＝2,348,400円≧(12,600,000－228,000×
12,600,000

11,970,000
) 

×0.06552＝809,827円  ∴ 2,348,400円  

② 償却超過額 

(3,500,000＋2,572,000)－2,348,400＝3,723,600円 

  



 (単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

圧 縮 積 立 金 積 立 超 過 額 

(土 地) 

減 価 償 却 超 過 額 

(倉庫用建物 ) 

(機 械 装 置 ) 

3,080,000

1,229,200

3,723,600

3,080,000

1,229,200

3,723,600

 

減 
 

算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(倉庫用建物 ) 

圧 縮 積 立 金 認 定 損 

(土 地) 

180,000

7,000,000

180,000

7,000,000

 

 

問題1 3 先行取得の圧縮記帳（保険差益）  

 

１．圧縮記帳 

⑴ 滅失経費 

① 建 物 

 (448,000＋368,000)×
20,800,000

20,800,000＋6,400,000
＋464,000＝1,088,000円 

② 機 械 

 (448,000＋368,000)×
6,400,000

20,800,000＋6,400,000
＝192,000円 

⑵ 差引保険金 

① 建 物 

  20,800,000－1,088,000＝19,712,000円 

② 機 械 

 6,400,000－192,000＝6,208,000円 

⑶ 保険差益金 

① 建 物 

 19,712,000－10,800,000＝8,912,000円  

② 機 械 

 6,208,000－3,780,000＝2,428,000円  

⑷ 圧縮限度額 

① 建 物 

 8,912,000×
※19,712,000

 19,712,000
＝8,912,000円 

※ 19,712,000円＜33,000,000円  ∴ 19,712,000円 

8,912,000×
33,000,000－346,500

33,000,000
＝8,818,424円 

② 機 械 

 2,428,000×
※6,208,000

 6,208,000
＝2,428,000円  

※ 6,208,000円＜8,250,000円  ∴ 6,208,000円 



2,428,000×
8,250,000－429,000

8,250,000
＝2,301,744円 

⑸ 圧縮超過額 

① 建 物 

 13,200,000－8,818,424＝4,381,576円(償却費) 

② 機 械 

 3,300,000－2,301,744＝998,256円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 建 物 

① 償却限度額 

 (33,000,000－※8,912,000)×0.042＝1,011,696円  

※ 8,818,424×
33,000,000

33,000,000－346,500
＝8,912,000円 

② 償却超過額 

 (880,000＋4,381,576)－1,011,696＝4,249,880円  

⑵ 機 械 

① 償却限度額 

 (8,250,000－429,000－2,301,744)×0.167＝921,715円≧(8,250,000－2,301,744 

×
8,250,000

8,250,000－429,000
)×0.05566＝324,052円  ∴ 921,715円 

② 償却超過額 

 (935,000＋998,256)－921,715＝1,011,541円 

 (単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
算 

減 価 償 却 超 過 額 

(工場用建物 ) 

(機 械 装 置 ) 

4,249,880

1,011,541

4,249,880

1,011,541

 

減 

算
火 災 損 失 認 容 15,860,000 15,860,000

 

 

問題1 4 先行取得の圧縮記帳（国庫補助金） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 圧縮限度額 

① 特別勘定残高 

13,000,000円 

② ※63,450,834×
10,400,000

65,000,000
＝10,152,133円 

※ 62,400,000＋1,050,834＝63,450,834円 

③ ①＞②  ∴ 10,152,133円 

⑵ 圧縮超過額 

10,400,000－10,152,133＝247,867円(償却費) 



２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(63,450,834－10,152,133)×0.286＝15,243,428円≧{65,000,000－(10,152,133＋※1,549,166 

×
10,400,000

65,000,000
)}×0.08680＝5,479,492円 

※ 65,000,000－63,450,834＝1,549,166円        ∴ 15,243,428円 

⑵ 償却超過額 

(19,500,000＋247,867)－15,243,428＝4,504,439円 

(単位：円) 

項        目 総  額 留  保 社外流出 

加 

算 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 ) 4,504,439 4,504,439

 

 

減 

算 

 

 

   

 

 

 

問題1 5 圧縮記帳と資本的支出との関係（買換え） 

 

⑴ 差益割合 

60,000,000－(36,000,000＋2,400,000＋600,000＋1,200,000)

60,000,000
＝0.33 

⑵ 圧縮限度額 

① 土 地 

39,000,000×
450㎡×５

3,000㎡
＝29,250,000円＜60,000,000円  ∴ 29,250,000円 

29,250,000×0.33×80％＝7,722,000円 

② 建 物 

19,500,000＋15,600,000＝35,100,000円＞60,000,000－29,250,000＝30,750,000円 

∴ 30,750,000円 

30,750,000×0.33×80％＝8,118,000円 

 

  



問題1 6 圧縮記帳と資本的支出との関係（交換） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 判 定 

① 土 地 

 39,600,000－38,500,000＝1,100,000円≦39,600,000×20％＝7,920,000円 ∴ 適用あり 

② 建 物 

 11,000,000－9,900,000＝1,100,000円≦11,000,000×20％＝2,200,000円 ∴ 適用あり 

⑵ 譲渡経費 

① 土 地 

 1,320,000×
39,600,000

49,500,000
＝1,056,000円 

② 建 物 

 1,320,000×
9,900,000

49,500,000
＝264,000円 

⑶ 圧縮限度額 

① 土 地 

 38,500,000－(14,784,000＋1,056,000)×
38,500,000

38,500,000＋1,100,000
＝23,100,000円 

② 建 物 

 11,000,000－(6,600,000＋440,000＋264,000＋1,100,000)＝2,596,000円 

⑷ 圧縮超過額 

① 土 地 

 (38,500,000－14,784,000)－23,100,000＝616,000円 

② 建 物 

 (11,000,000－6,600,000)－2,596,000＝1,804,000円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 耐用年数 

① 判 定 

11,000,000×50％＝5,500,000円＜7,150,000円≦22,000,000×50％＝11,000,000円 

② 耐用年数 

(11,000,000＋7,150,000)÷(
11,000,000

 ※43
 ＋ 

7,150,000

50
)＝45.5… → 45年 

※ (50－８)＋８×20％＝43.6 → 43年 

⑵ 償却限度額 

(11,000,000＋7,150,000－2,596,000)×0.023×
３

12
＝89,435円 

⑶ 償却超過額 

(110,000＋7,150,000＋1,804,000)－89,435＝8,974,565円 

 

 



(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算 

土 地 圧 縮 超 過 額 

減 価 償 却 超 過 額 

(事務所建物 ) 

616,000

8,974,565

616,000

8,974,565

 

減 

算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

(事務所建物 ) 440,000 440,000

 

 

問題1 7 圧縮記帳と資本的支出との関係（保険差益） 

 

１．圧縮記帳 

⑴ 減失経費の額  

900,000円 

⑵ 差引保険金等の額 

18,000,000－900,000＝17,100,000円 

⑶ 保険差益金の額 

17,100,000－10,080,000＝7,020,000円 

⑷ 圧縮限度額 

7,020,000×
※17,100,000

 17,100,000
＝7,020,000円 

※ 17,100,000円＜15,400,000＋8,800,000＝24,200,000円  ∴ 17,100,000円 

⑸ 圧縮超過額 

10,120,000－7,020,000＝3,100,000円(償却費) 

２．減価償却 

⑴ 耐用年数 

① 判 定 

15,400,000×50％＝7,700,000円＜8,800,000円≦28,600,000×50％＝14,300,000円 

② 耐用年数 

(15,400,000＋8,800,000)÷(
15,400,000

※22
＋

8,800,000

34
)＝25.2… → 25年 

※ (34－15)＋15×20％＝22年 

⑵ 償却限度額 

{(15,400,000＋8,800,000)－7,020,000}×0.040×
４

12
＝229,066円 

⑶ 償却超過額 

(550,000＋3,100,000)－229,066＝3,420,934円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

減 価 償 却 超 過 額 

(倉庫用建物Ｂ) 3,420,934 3,420,934

 

減
算

  

 



 

Chapter 10 引当金等 

 

問題１ 返品調整引当金（売上割戻しとの関係） 

 

１．返品調整引当金 

⑴ 返品率 

71,450,000＋93,550,000

744,750,000＋974,000,000
＝0.096 

⑵ 売買利益率 

※862,700,000－672,906,000

 ※862,700,000
＝0.22 

※ 974,000,000－93,550,000－(23,350,000－5,600,000)＝862,700,000円 

⑶ 繰入限度額 

① 売掛金基準額 

84,600,000＋107,400,000＋28,000,000＝220,000,000円 

220,000,000×0.096×0.22＝4,646,400円 

② 販売高基準額 

(243,500,000－※4,437,500)×0.096×0.22＝5,049,000円 

※ (23,350,000－5,600,000)×
243,500,000

974,000,000
＝4,437,500円 

③ ①＜②  ∴ 5,049,000円 

⑷ 繰入超過額 

5,500,000－5,049,000＝451,000円 

２．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

2,300,000円 

② ①以外 

(5,600,000－2,300,000)＋5,000,000＝8,300,000円 

③ ①＋②＝10,600,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  2,300,000×50％＝1,150,000円 

② 定額控除限度額 

8,000,000×
12

12
＝8,000,000円＜10,600,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝2,600,000円  

 



 (単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 超 過 額 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

451,000

5,200,000

451,000  

5,200,000 

減
算 

  

 

 

問題２ 返品調整引当金（差額繰入れ） 

 

１．返品調整引当金 

⑴ 返品率 

23,150,000＋23,350,000

165,000,000＋145,000,000
＝0.15 

⑵ 売買利益率 

※137,950,000－99,324,000

 ※137,950,000
＝0.28 

※ 165,000,000－23,150,000－(5,200,000－1,300,000)＝137,950,000円 

⑶ 繰入限度額 

① 売掛金基準額 

18,600,000×0.15×0.28＝781,200円 

② 販売高基準額 

(16,500,000－※390,000)×0.15×0.28＝676,620円 

※ (5,200,000－1,300,000)×
16,500,000

165,000,000
＝390,000円 

③ ①＞②  ∴ 781,200円 

⑷ 繰入超過額 

(150,000＋750,000)－781,200＝118,800円 

２．交際費等 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

3,820,000円 

② ①以外 

1,300,000＋(6,200,000－3,820,000)＝3,680,000円 

③ ①＋②＝7,500,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  3,820,000×50％＝1,910,000円 

② 定額控除限度額 

8,000,000×
12

12
＝8,000,000円＞7,500,000円  ∴ 7,500,000円 

③ ①＜②  ∴ 7,500,000円 



⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝０ 

 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 超 過 額 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

118,800

2,100,000

118,800  

2,100,000 

減
算 

返品調整引当金繰入超過額認容 20,000 20,000
 

 

 

 



 

 

Chapter 11 帰属事業年度 

 

問題１ 長期割賦販売等（販売手数料） 

 

⑴ 判 定 

分 割 回 数 ３回以上 

賦 払 期 間 ２年以上 
 

頭 金 36,000,000×60％＝21,600,000円≦36,000,000×
２

３
＝24,000,000円 

 ∴ 適用あり 

⑵ 収益の額  

36,000,000×
※23,700,000

36,000,000
＝23,700,000円 

※ 21,600,000＋300,000×７＝23,700,000円 

⑶ 費用の額 

(15,000,000＋3,000,000)×
23,700,000

36,000,000
＝11,850,000円 

 

問題２ 長期割賦販売等（決算修正仕訳） 

 

１．収益の額及び費用の額 

⑴ 判 定 

 分割回数 賦払期間 頭   金 判  定 

Ａ ３回以上 ２年未満 16,000,000円≦32,000,000×
２

３
適用なし 

Ｂ ３回以上 ２年以上 12,000,000円≦48,000,000×
２

３
適用あり 

Ｃ ３回以上 ２年以上 1,980,000円≦7,200,000×
２

３
 適用あり 

Ｄ ３回以上 ２年以上 24,800,000円≦95,000,000×
２

３
適用あり 

⑵ 収益の額 

Ｂ 48,000,000×
※15,000,000

48,000,000
＝15,000,000円 

※ 750,000×４＋12,000,000＝15,000,000円 

Ｃ 7,200,000×
※3,285,000

7,200,000
＝3,285,000円 

※ 145,000×９＋1,980,000＝3,285,000円 

Ｄ 95,000,000×
※39,425,000

95,000,000
＝39,425,000円 

※ 2,925,000×５＋24,800,000＝39,425,000円 

合計 32,000,000＋15,000,000＋3,285,000＋39,425,000＝89,710,000円 

  



 

 

⑶ 費用の額 

Ｂ 30,000,000×
15,000,000

48,000,000
＝9,375,000円 

Ｃ 7,500,000×
3,285,000

7,200,000
＝3,421,875円 

Ｄ 76,000,000×
39,425,000

95,000,000
＝31,540,000円 

合計 22,400,000＋9,375,000＋3,421,875＋31,540,000＝66,736,875円 

⑷ 修正額 

① 収益の額 

182,200,000－89,710,000＝92,490,000円 

② 費用の額 

135,900,000－66,736,875＝69,163,125円 

２．修正仕訳 

(割 賦 売 上 ) 92,490,000円  (割賦未収金 ) 92,490,000円 

(商 品) 69,163,125円  (割賦売上原価 ) 69,163,125円 

 

問題３ 長期割賦販売等（貸倒引当金との関係） 

 

１．収益の額及び費用の額 

⑴ 収益の額 

11,300,000×
5,240,000＋636,000

11,300,000
＝5,876,000円 

⑵ 費用の額 

7,351,000×
5,240,000＋636,000

11,300,000
＝3,822,520円 

⑶ 修正額 

① 収益の額 

5,876,000－5,311,000＝565,000円 

② 費用の額 

3,822,520－3,454,970＝367,550円 

２．修正仕訳 

(未 収 金 ) 565,000円  (売 上) 565,000円 

(売 上 原 価 ) 367,550円  (商 品) 367,550円 

３．売掛債権等の額 

  565,000＋(7,351,000－3,822,520)＝4,093,480円 

 

問題４ 工事の請負（工事進行基準） 

 

１．着工事業年度 

⑴ 収益の額 

450,000,000×
54,000,000

270,000,000
＝90,000,000円 

  



 

 

⑵ 費用の額 

270,000,000×
54,000,000

270,000,000
＝54,000,000円 

⑶ 税務上の仕訳 

(完成工事未収入金) 90,000,000円  (完成工事高 ) 90,000,000円 

(完成工事原価 ) 54,000,000円  (未成工事支出金) 54,000,000円 

 

２．引渡事業年度 

⑴ 収益の額 

450,000,000－90,000,000＝360,000,000円 

⑵ 費用の額 

246,000,000円 

⑶ 税務上の仕訳 

(完成工事未収入金) 360,000,000円  (完 成 工 事 高) 360,000,000円 

(完 成 工 事 原 価) 246,000,000円  (未成工事支出金) 246,000,000円 

 

問題５ 工事の請負（長期大規模工事） 

 

⑴ 収益の額 

 ① 会社計上額 

   2,860,000,000円 

 ② 税務上の金額 

5,200,000,000×
1,014,000,000＋2,311,920,000

4,264,000,000
－1,300,000,000＝2,756,000,000円 

 ③ 過大計上 

 2,860,000,000－2,756,000,000＝104,000,000円 

⑵ 費用の額 

① 会社計上額 

  2,397,200,000円 

② 税務上の金額 

4,264,000,000×
1,014,000,000＋2,311,920,000

4,264,000,000
－1,014,000,000＝2,311,920,000円 

③ 過大計上 

2,397,200,000－2,311,920,000＝85,280,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算工 事 原 価 過 大 計 上 85,280,000 85,280,000

 

減
算工 事 収 益 過 大 計 上 104,000,000 104,000,000

 

 



Chapter12 借地権等 

 

問題1 リース取引（所有権移転リース取引） 

 

⑴ 判 定 

使用可能期間中賃借人によってのみ使用されると見込まれる  ∴ 所有権移転リース取引 

⑵ 償却限度額 

(1,000,000×36＋1,200,000)×0.286＝10,639,200円≧(1,000,000×36＋1,200,000)×0.08680 

   ＝3,228,960円  ∴ 10,639,200×
７

12
＝6,206,200円 

⑶ 償却超過額 

(7,000,000＋1,200,000)－6,206,200＝1,993,800円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減  価  償  却  超  過  額 

(機 械 装 置 ) 1,993,800 1,993,800

 

減
算

  

 

 

問題2 リース取引（所有権移転外リース取引） 

 

⑴ 判 定 

リース期間満了後はリース会社に返還される  ∴ 所有権移転外リース取引 

⑵ 償却限度額 

(600,000×12×６＋850,000)×
11

12×６
＝6,729,861円 

⑶ 償却超過額 

(6,600,000＋850,000)－6,729,861＝720,139円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減  価  償  却  超  過  額 

(機 械 及 び 装 置 ) 720,139 720,139

 

減
算

  

 

  



 

問題3 リース取引（特別償却との関係） 

 

⑴ 判 定 

リース期間終了後、無償で譲り受ける  ∴ 所有権移転リース取引 

⑵ 償却限度額 

① 普通償却 

※20,400,000×0.167＝3,406,800≧20,400,000×0.05566＝1,135,464円 

∴ 3,406,800×
４

12
＝1,135,600円 

※ 300,000×60＋2,400,000＝20,400,000円 

② 特別償却 

20,400,000×30％＝6,120,000円 

③ ①＋②＝7,255,600円 

⑶ 償却超過額 

(1,200,000＋2,400,000)－7,255,600＝△3,655,600 

3,655,600円＜6,120,000円  ∴ 3,655,600円(１年間繰越) 

 

 

問題4 リース取引（特別控除との関係） 

 

１．減価償却 

⑴ 機械装置Ａ 

① 判 定 

リース期間終了後にリース会社に返還される  ∴ 所有権移転外リース取引 

② 償却限度額 

21,600,000×
５

６×12
＝1,500,000円 

③ 償却超過額 

1,500,000－1,500,000＝０（調整なし） 

⑵ 機械装置Ｂ 

① 償却限度額 

19,500,000×0.200＝3,900,000円≧19,500,000×0.06552＝1,277,640円 

∴ 3,900,000×
７

12
＝2,275,000円 

② 償却超過額 

3,900,000－2,275,000＝1,625,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

減  価  償  却  超  過  額 

(機 械 装 置 Ｂ) 1,625,000 1,625,000

 

減
算

  



 

２．中小企業者等の機械等の特別控除 

⑴ 税額控除限度額 

(19,500,000＋21,600,000)×７％＝2,877,000円 

⑵ 税額基準額 

9,199,860×20％＝1,839,972円 

⑶ ⑴＞⑵ ∴ 1,839,972円 

 

 

問題5 借地権（権利金を取得していない場合） 

 
⑴ 相当の地代の判定 

(188,400,000＋193,200,000＋194,400,000)×
１

３
＝192,000,000円＜194,400,000円 

∴ 192,000,000円 

192,000,000×６％＝11,520,000円＞720,000×12＝8,640,000円  ∴ 権利金認定あり 

⑵ 権利金認定 

① 300,000,000×(１－
8,640,000

11,520,000
)＝75,000,000円 

② 120,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 75,000,000円 

 

 

問題6 借地権（権利金を取得している場合） 

 
⑴ 相当の地代の判定 

(115,700,000＋144,300,000＋169,000,000)×
１

３
＝143,000,000円＜169,000,000円 

∴ 143,000,000円 

(143,000,000－19,500,000×
143,000,000

260,000,000
)×６％＝7,936,500円 

7,936,500円＞429,000×12＝5,148,000円  ∴ 権利金認定あり 

⑵ 権利金認定 

① 260,000,000×(１－
5,148,000

143,000,000×６％
)＝104,000,000円 

② 130,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 104,000,000－19,500,000＝84,500,000円 

 

  



問題７ 借地権（簿価の一部損金算入） 

 

⑴ 相当の地代の判定 

(60,000,000－37,500,000×
60,000,000

100,000,000
)×６％＝2,250,000円 

2,250,000円＞150,000×12＝1,800,000円    ∴ 権利金認定あり 

⑵ 権利金認定 

① 100,000,000×(１－
1,800,000

60,000,000×６％
)＝50,000,000円 

② 80,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 50,000,000－37,500,000＝12,500,000円（寄附金） 

⑶ 土地帳簿価額の一部損金算入 

① 判 定 

100,000,000－20,000,000

100,000,000
＝0.8≧

５

10
  ∴ 適用あり 

② 損金算入額 

56,250,000×
37,500,000＋12,500,000

100,000,000
＝28,125,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算  

 

減
算Ａ 土 地 原 価 認 容 28,125,000 28,125,000

 

 

 

問題８ 借地権（買換えとの関係） 

 

１．土地帳簿価額の一部損金算入 

⑴ 判 定 

72,000,000－21,600,000

72,000,000
＝0.7≧

５

10
   ∴ 適用あり 

⑵ 損金算入 

51,200,000×
50,400,000

72,000,000
＝35,840,000円 

 

２．買換え 

⑴ 差益割合 

50,400,000－(35,840,000＋5,032,000＋400,000＋560,000)

50,400,000
＝0.17 

⑵ 圧縮限度額 

① Ｃ土地 

32,000,000円＜50,400,000円  ∴ 32,000,000円 

32,000,000×0.17×80％＝4,352,000円 



② Ｄ建物 

40,000,000円＞50,400,000－32,000,000＝18,400,000円  ∴ 18,400,000円 

18,400,000×0.17×80％＝2,502,400円 

⑶ 圧縮超過額 

① Ｃ土地 

8,000,000－4,352,000＝3,648,000円 

② Ｄ建物 

9,600,000－2,502,400＝7,097,600円(償却費) 

３．減価償却 

⑴ 償却限度額 

(40,000,000－2,502,400)×0.042×
７

12
＝918,691円 

⑵ 償却超過額 

(1,200,000＋7,097,600)－918,691＝7,378,909円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

Ｃ 土 地 圧 縮 超 過 額 

減 価 償 却 超 過 額 

(Ｄ 建 物) 

3,648,000

7,378,909

3,648,000

7,378,909

 

減
算Ａ 土 地 原 価 認 容 35,840,000 35,840,000

 

 

 

問題９ 借地権（更新料） 

 

⑴ 会社計上の簿価 

11,200,000円 

⑵ 税務上の簿価 

7,000,000＋11,200,000－※3,500,000＝14,700,000円 

※ 7,000,000×
11,200,000

22,400,000
＝3,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝3,500,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算借 地 権 計 上 も れ 3,500,000 3,500,000

 

減
算  

 

 



 

Chapter13 欠損金 

 

問題１ 青色欠損金⑴   

 

１．欠損金              

平成20年３月期 
平成21年３月期分   29,000,000円＞6,750,000円  ∴ 6,750,000円 

                                           平成22年３月期 
29,000,000－6,750,000＝22,250,000円＞9,000,000円     ∴ 9,000,000円 

                               平成24年３月期 
22,250,000－9,000,000＝13,250,000円＜32,500,000円   ∴ 13,250,000円 

                    平成24年３月期 
平成23年３月期分   14,000,000円＜32,500,000－13,250,000＝19,250,000円  ∴ 14,000,000円 

                    平成24年３月期 
平成25年３月期分   23,000,000円＞19,250,000－14,000,000＝5,250,000円   ∴ 5,250,000円 

２．欠損金等の当期控除額 
平成25年３月期分   23,000,000－5,250,000＝17,750,000円＜74,900,000×80％＝59,920,000円   

∴ 17,750,000円 

平成27年３月期分   29,400,000円＜59,920,000－17,750,000＝42,170,000円  ∴ 29,400,000円 

17,750,000＋29,400,000＝47,150,000円 

 

 

問題２ 青色欠損金⑵   

 

１．第21期(第20期分) 

1,520,000円＞355,000円  ∴ 355,000円 

２．第22期(第20期分) 

1,520,000－355,000＝1,165,000円＞1,160,000円  ∴ 1,160,000円 

３．第24期 

(第20期分)1,165,000－1,160,000＝5,000円＜704,000円  ∴ 5,000円 

(第23期分)2,390,000円＞704,000－5,000＝699,000円   ∴ 699,000円 

４．欠損金等の当期控除額(第23期分) 

2,390,000－699,000＝1,691,000円＜2,800,000円  ∴ 1,691,000円 

 

問題３ 災害損失金   

 

１．災害損失欠損金額 

7,143,000＋10,125,000＋3,829,000＝21,097,000円 

21,097,000円＞17,749,000円  ∴ 17,749,000円 

２．欠損金等の当期控除額 

17,749,000円＞8,190,000×80％＝6,552,000円  ∴   6,552,000円 
 



問題４ 債務免除益等   

 

【設問１】 

１．青色欠損金等 

⑴ 青色欠損金等 

996,000,000円 

⑵ 1,896,000,000円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴ 996,000,000円 

２．債務免除等 

⑴ 債務免除益等 

1,249,000,000＋480,000,000＋325,000,000＝2,054,000,000円 

⑵ 控除対象欠損金額 

1,986,000,000－996,000,000＝990,000,000円 

⑶ 当期の所得金額 

1,896,000,000－996,000,000＝900,000,000円 

⑷ ⑴、⑵、⑶のうち最少  ∴ 900,000,000円 

３．欠損金等の当期控除額 

１．＋２．＝1,896,000,000円 

 

【設問２】 

１．債務免除等 

⑴ 債務免除益等 

1,249,000,000＋480,000,000＋325,000,000＋(69,000,000－280,000,000)＝1,843,000,000円 

⑵ 控除対象欠損金額 

1,986,000,000円 

⑶ 当期の所得金額 

1,896,000,000円 

⑷ ⑴、⑵、⑶のうち最少  ∴ 1,896,000,000円 

２．青色欠損金等 

⑴ 青色欠損金等 

996,000,000－{1,986,000,000－(1,986,000,000－996,000,000)}＝０ 

⑵ 1,896,000,000－1,896,000,000＝０ 

⑶ ⑴＝⑵  ∴ ０ 

３．欠損金等の当期控除額 

１．＋２．＝1,896,000,000円 

 

 

 



 

Chapter14 租税公課 

 

問題１ 繰戻し還付（基本算式） 

 

⑴ 還付所得事業年度の法人税額 

19,662,000＋(325,000＋150,000)＝20,137,000円 

⑵ 還付請求額 

  20,137,000×
20,884,500

84,812,629
＝4,958,591円 

 

 

問題２ 繰戻し還付（別表一） 

 

⑴ 還付所得事業年度の法人税額 

27,823,100＋(650,000＋720,000)－950,000＝28,243,100円 

⑵ 還付請求額 

28,243,100×
42,881,400

127,189,710
＝9,522,025円 

 

 

問題３ 還付金等 

 

＜法人税等還付金等の益金不算入額＞ 

2,970,000＋590,000＝3,560,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 
損 金 計 上 法 人 税 

損 金 計 上 住 民 税 

損 金 計 上 納 税 充 当 金 

認 定 配 当 否 認 

損 金 計 上 附 帯 税 等 

4,050,000

800,000

15,000,000

360,000

44,800

4,050,000

800,000

15,000,000

 

 

 

360,000 

44,800 

減
算

法人税等還付金等の益金不算入額 

所得税額等還付金等の益金不算入額 

3,560,000

35,800

3,560,000  

※ 35,800 

 

 



Chapter15 受取配当等 

 

問題１ みなし配当（自己株式の取得） 

 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  （2,400－1,900）×2,800＝1,400,000円 

⑵ 有価証券 

① 会社計上の簿価 

1,500×13,000＝19,500,000円 

② 税務上の簿価 

19,500,000－1,500×2,800＝15,300,000円 

③ 過大計上 

    19,500,000－15,300,000＝4,200,000円 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   1,400,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等及び関係法人株式等以外） 

   1,400,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

① 当期支払負債利子 

9,196,000－1,200,000＝7,996,000円 

② 簡便法 

7,996,000×
91,900＋90,000

8,331,600＋8,200,000
(0.01100… → 0.011)＝87,956円 

⑷ 益金不算入額 

  (1,400,000－87,956)×50％＝656,022円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

  

減 

算

Ａ 社 株 式 過 大 計 上 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

4,200,000

656,022

4,200,000  

※ 656,022 

 

  



  
問題２ みなし配当（資本の払戻し） 

 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

4,200,000－200,000,000×※0.233×
13,500

450,000
＝2,802,000円 

※ 
140,000,000

3,000,000,000－2,400,000,000
＝0.23333… → 0.233 

⑵ 有価証券 

① 会社計上の簿価 

10,000,000円 

② 税務上の簿価 

10,000,000－10,000,000×0.233＝7,670,000円 

③ 過大計上 

    10,000,000－7,670,000＝2,330,000円 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   2,802,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等及び関係法人株式等以外） 

   2,802,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

 25,000円 

⑷ 益金不算入額 

  (2,802,000－25,000)×50％＝1,388,500円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

  

減
算

Ａ 社 株 式 過 大 計 上 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

2,330,000

1,388,500

2,330,000  

※ 1,388,500 

 

 

 

  



 

問題３ みなし配当（解散） 

 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  5,600,000－200×20,000＝1,600,000円 

⑵ 有価証券 

 ① 会社計上の簿価 

9,900,000円 

② 税務上の簿価 

9,900,000－9,900,000×1.000＝０ 

③ 過大計上 

①－②＝9,900,000円 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   1,600,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等及び関係法人株式等以外） 

   1,600,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

① 当期支払負債利子 

12,900,000円 

② 簡便法 

12,900,000×
84,100＋85,800

15,100,000＋15,900,000
(0.00548… → 0.005)＝64,500円 

⑷ 益金不算入額 

   (1,600,000－64,500)×50％＝767,750円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

  

減 

算

Ａ 社 株 式 過 大 計 上 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

9,900,000

767,750

9,900,000 

※ 767,750 

 

 

 

 



Chapter16 海外取引 

 

問題１ 移転価格税制（寄附金との関係） 

 
１．移転価格否認 

150,000,000－120,000,000＝30,000,000円 

２．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

① 指定寄附金等 

300,000円 

② 特定公益増進法人等 

250,000円 

③ 一般寄附金 

100,000＋2,000,000＝2,100,000円 

④ 国外関連者 

12,350,000円 

⑤ 合 計 

①＋②＋③＋④＝15,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

 50,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝125,000円 

(ロ) 所得基準額 

(56,780,000＋15,000,000)×
2.5

100
＝1,794,500円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝479,875円 

 ② 特別損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

 50,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝187,500円 

(ロ) 所得基準額 

(56,780,000＋15,000,000)×
6.25

100
＝4,486,250円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝2,336,875円 

⑶ 損金不算入額 

① 国外関連者に対するもの 

12,350,000円 

  



 

② ①以外 

⑴⑤－⑴④－⑴①－※⑴②－⑵①＝1,620,125円 

※ ⑴②＜2,336,875円  ∴ ⑴② 

③ ①＋②＝13,970,125円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

移 転 価 格 否 認 

(Ｃ 社) 30,000,000 30,000,000 

減
算 

  

仮    計 56,780,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 13,970,125 13,970,125 

 

 

問題２ 移転価格税制（減価償却との関係） 

 
１．移転価格否認（機械装置Ａ減額） 

20,000,000－12,500,000＝7,500,000円 

２．減価償却 

⑴ 償却限度額 

12,500,000×0.182＝2,275,000円≧12,500,000×0.05992＝749,000円 

∴ 2,275,000×
５

12
＝947,916円 

⑵ 償却超過額 

1,800,000－947,916＝852,084円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

算 

移 転 価 格 否 認 

(Ｂ   社) 

減 価 償 却 超 過 額 

(機 械 装 置 Ａ) 

7,500,000

852,084

 

 

 

852,084

 

7,500,000 

 

 

減
算機 械 装 置 Ａ 減 額 7,500,000 7,500,000  

 

 

  



 

問題３ 移転価格税制（高価買入） 

 
１．移転価格否認 

⑴ Ｙ 社 

25,000,000－11,000,000＝14,000,000円 

⑵ Ｚ 社 

84,000,000－40,000,000＝44,000,000円 

２．減価償却 

⑴ 機械装置Ａ 

① 償却限度額 

(イ) 普通償却 

※7,000,000×0.200＝1,400,000円≧7,000,000×0.06552＝458,640円 

∴ 1,400,000×
５

12
＝583,333円 

※ 22,000,000－15,000,000＝7,000,000円 

(ロ) 特別償却 

7,000,000×30％＝2,100,000円 

(ハ) (イ)＋(ロ)＝2,683,333円 

② 償却超過額 

7,000,000－2,683,333＝4,316,667円 

⑵ 機械装置Ｂ 

① 償却限度額 

(イ) 普通償却 

11,000,000×0.250＝2,750,000円≧11,000,000×0.07909＝869,990円 

  ∴ 2,750,000×
１

12
＝229,166円 

(ロ) 特別償却 

11,000,000×30％＝3,300,000円 

(ハ) (イ)＋(ロ)＝3,529,166円 

② 償却超過額 

4,000,000－3,529,166＝470,834円 

３．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

15,000,000円 

⑵ 一般寄附金の損金算入限度額 

① 資本基準額 

 80,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝200,000円 

② 所得基準額 

(312,000,000＋15,000,000)×
2.5

100
＝8,175,000円 



 

③ (①＋②)×
１

４
＝2,093,750円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵③＝12,906,250円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 
 

 
 

算 

移 転 価 格 否 認 

(Ｙ   社) 

(Ｚ   社) 

減 価 償 却 超 過 額 

(機械装置Ａ) 

(機械装置Ｂ) 

14,000,000

44,000,000

4,316,667

470,834

4,316,667

470,834

 

14,000,000 

44,000,000 

 

 

 

減 

算 

寄 附 金 認 容 

(Ｘ   社) 

機 械 装 置 Ｂ 減 額 

15,000,000

14,000,000

15,000,000

14,000,000

 

 

 

仮    計 312,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 12,906,250 12,906,250 

 

 



 

 

問題４ 過少資本税制（基本） 

 

⑴ 国外支配株主等の判定 

75％≧50％  ∴ 該 当 

⑵ 適用判定 

① 自己資本の額 

(イ) 290,000,000－240,000,000＝50,000,000円 

(ロ) 18,000,000円 

(ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 50,000,000円 

② 国外支配株主等の資本持分 

50,000,000×75％＝37,500,000円 

③ 判 定 

(イ) 
240,000,000

37,500,000
＝6.4＞３倍 

(ロ) 
250,000,000

50,000,000
＝５＞３倍 

∴ 適用あり 

⑶ 損金不算入額 

15,000,000×
※100,000,000

240,000,000
＝6,250,000円 

※ 平均負債残高超過額 

① 240,000,000－37,500,000×３＝127,500,000円 

② 250,000,000－50,000,000×３＝100,000,000円 

③ ①＞②  ∴ 100,000,000円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

国外支配株主等に係る負債利子損金不算入額  6,250,000  6,250,000 

減
算  

 

  



 

問題５ 過少資本税制（受取配当等の益金不算入との関係） 

 

１．国外支配株主等に係る負債利子 

⑴ 国外支配株主等の判定 

50％≧50％  ∴ 該 当 

⑵ 適用判定 

① 自己資本の額 

(イ) 616,000,000－496,000,000＝120,000,000円 

(ロ) 24,000,000円 

(ハ) (イ)＞(ロ)  ∴ 120,000,000円 

② 国外支配株主等の資本持分 

120,000,000×50％＝60,000,000円 

③ 判 定 

(イ) 
261,000,000

60,000,000
＝4.35＞※3.3倍 

(ロ) 
432,000,000

120,000,000
＝3.6＞※3.3倍 

※ ３＜3.3  ∴ 3.3倍 

∴ 適用あり 

⑶ 損金不算入額 

13,050,000×
※36,000,000

261,000,000
＝1,800,000円 

※ 平均負債残高超過額 

① 261,000,000－60,000,000×3.3＝63,000,000円 

② 432,000,000－120,000,000×3.3＝36,000,000円 

③ ①＞②  ∴ 36,000,000円 

２．受取配当等の益金不算入額 

⑴ 配当等の額 

4,800,000円 

⑵ 控除負債利子の額 

① 当期支払負債利子 

32,000,000－1,800,000＝30,200,000円 

② 総資産の簿価 

609,000,000＋(578,000,000－36,000,000)＝1,151,000,000円 

③ その他株式等の簿価 

58,000,000＋77,000,000＝135,000,000円 

④ 原則法 

①×
③

②
＝3,542,137円 

⑶ 益金不算入額 

(⑴－⑵)×50％＝628,931円 

 



 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

国外支配株主等に係る負債利子損

金 不 算 入 額 
1,800,000 1,800,000 

減
算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 628,931 ※ 628,931 

 

 

問題６ タックスヘイブン税制（基本） 

 

⑴ 適用有無の判定 

① 40％＋15％＝55％＞50％  ∴ 外国関係会社 

② 
55,000ドル

501,000ドル
≦20％  ∴ 特定外国子会社等 

③ 40％≧10％  ∴ 適用あり 

⑵ 適用対象金額 

501,000ドル－65,000ドル＝436,000ドル 

⑶ 課税対象金額 

436,000ドル×40％＝174,400ドル 

174,400ドル×80＝13,952,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算課 税 対 象 金 額 の 益 金 算 入 額 13,952,000 13,952,000 

減
算 

  

 

  



 

 

問題７ タックスヘイブン税制（外国税額控除との関係） 

 
１．課税対象金額の益金算入額 

⑴ 基準所得金額 

① 我が国の法令による場合 

50,000ドル 

② 現地の法令による場合 

25,000＋10,400＋2,800＋2,350＝40,550ドル 

③ ①＞②  ∴ 40,550ドル 

⑵ 課税対象金額 

40,550×90％×110＝4,014,450円 

２．特定外国子会社等の配当等の益金不算入額 

  30,000ドル×110＝3,300,000円 

３．控除対象外国法人税額 

3,645×
40,550×90％

40,550
×110＝360,855円≦4,014,450円  ∴ 360,855円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算課 税 対 象 金 額 の 益 金 算 入 額 2,919,600 2,919,600 

減
算

特定外国子会社等の配当等の益金不算

入 額 
2,400,000 2,400,000 

仮    計  

控 除 対 象 外 国 法 人 税 額 262,440 262,440 

 

４．控除外国税額 

⑴ 控除対象外国法人税額 

262,440円 

⑵ 控除限度額 

7,701,000×
※2,492,040

30,200,000
＝635,470円 

※① 2,919,600＋262,440＋2,400,000－2,100ドル×80－2,400,000－522,000＝2,492,040円 

② 30,200,000×90％＝27,180,000円 

③ ①＜②  ∴ 2,492,040円 

⑶ ⑴＜⑵  ∴  262,440円 

 

 



Chapter 17 組織再編成 

 

問題１ 適格判定（合併） 
 

【設問１】  

【設問２】  

【設問３】  

 

 

問題２ みなし配当（合併⑴） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

700×3,000＝2,100,000円 

⑵ 税務上の簿価 

2,100,000＋1,400,000＝3,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝1,400,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 1,400,000 1,400,000

 

減
算

  

 

 

問題３ みなし配当（合併⑵） 
 

１．有価証券 

⑴ 会社計上の簿価 

710×20,000＝14,200,000円 

⑵ 税務上の簿価 

14,200,000＋400×20,000＝22,200,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝8,000,000円 

２．受取配当等 

⑴ みなし配当 

400×20,000＝8,000,000円 

⑵ 配当等の額 

8,000,000＋200×20,000＝12,000,000円 

⑶ 控除負債利子の額 

128,400円 



⑷ 益金不算入額 

(⑵－⑶)×50％＝5,935,800円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 8,000,000 8,000,000
 

減
算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 5,935,800 ※ 5,935,800 

 

 

問題４ 適格合併による移転減価償却資産・合併法人 
 

１．建物Ｂ 

⑴ 償却限度額 

50,000,000×0.9×0.042×
８

12
＝1,260,000円 

⑵ 償却超過額 

800,000－1,260,000＝△460,000 

460,000円＞26,300,000－26,000,000＝300,000円  ∴ 300,000円（認 容） 

２．建物Ｃ 

⑴ 耐用年数 

(24－４)＋20×20％＝20.4 → 20年 

⑵ 償却限度額 

35,000,000×0.050×
８

12
＝1,166,666円 

⑶ 償却超過額 

2,000,000－1,166,666＝833,334円 

３．機 械 

 ⑴ 償却限度額 

(2,900,000＋85,600)×0.200＝597,120円≧4,000,000×0.06552＝262,080円 

∴ 597,120×
８

12
＝398,080円 

 ⑵ 償却超過額 

600,000－398,080＝201,920円 

４．一括償却資産 

 ⑴ 損金算入限度額 

2,700,000×
８

36
＝600,000円 

 ⑵ 損金算入限度超過額 

０－600,000＝△600,000 

   600,000円＜2,700,000－2,700,000×
４

36
＝2,400,000円  ∴ 600,000円（認 容） 

  



（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

減 価 償 却 超 過 額 

（建 物 Ｃ） 

（機   械） 

833,334

201,920

833,334

201,920

 

減
算 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

（建 物 Ｂ） 

一括償却資産損金算入限度超過額 

300,000

600,000

300,000

600,000

 

 

 

問題５ 適格合併があった場合の貸倒引当金・合併法人 

 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

200,000,000円 

⑵ 貸倒実績率 

※１8,172,000×
12

68
 

※２1,190,310,000÷6
＝0.00726… → 0.0073 

  ※１ 552,000＋635,000＋2,553,000＋1,242,000＋1,965,000＋1,225,000＝8,172,000円 

  ※２ 237,200,000＋256,300,000＋238,800,000＋179,410,000＋167,160,000＋111,440,000 

⑶ 実質的に債権とみられない金額（簡便法） 

200,000,000×※0.044＝8,800,000円 

※ 
8,000,000＋10,200,000＋7,400,000＋8,900,000

218,800,000＋228,600,000＋164,600,000＋171,100,000
＝0.0440… → 0.044 

⑷ 繰入限度額 

① 200,000,000×0.0073＝1,460,000円 

② (200,000,000－8,800,000)×
８

1,000
＝1,529,600円 

③ ①＜②  ∴ 1,529,600円 

⑸ 繰入超過額 

3,000,000－1,529,600＝1,470,400円 

⑹ 繰入超過額認容 

  870,000＋680,000＝1,550,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 1,470,400 1,470,400

 

減
算一括貸倒引当金繰入超過額認容 1,550,000 1,550,000  

 



問題6 非適格合併等による移転資産等に係る調整勘定 

 

１．差額負債調整勘定 

⑴ 差額負債調整勘定の計上額 

（40,000,000＋20,000,000＋90,000,000）－25,000,000－20,000,000－60,000,000＝45,000,000円 

⑵ 益金算入額 

  45,000,000×
12

60
＝9,000,000円 

２．退職給与債務引受額負債調整勘定の益金算入額 

  20,000,000÷10＝2,000,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

差額負債調整勘定の益金算入額 

退職給与債務引受額負債調整勘定

の 益 金 算 入 額 

9,000,000

2,000,000

9,000,000

2,000,000

 

減
算

 

 
 

 

 

問題7 適格現物出資 
 

⑴ 会社計上の簿価 

60,000,000円 

⑵ 税務上の簿価 

(75,000,000＋660,000－9,000,000)＋475,000＝67,135,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝7,135,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ａ 社 株 式 計 上 も れ 7,135,000 7,135,000

 

減
算減 価 償 却 超 過 額 認 容 660,000 660,000

 

 
 

問題8 適格現物出資 

 

⑴ 会社計上の簿価 

50,000,000円 

⑵ 税務上の簿価 

(68,000,000＋※11,028,000)－60,000,000＝19,028,000円 

  



 ＊① 償却率の改訂 

    0.058×
11

12
＝0.054（小数点以下３位未満切上） 

  ② 償却限度額 

    20,000,000×0.9×0.054＝972,000円 

  ③ 償却超過額 

    1,000,000－972,000＝28,000円 

  ④ 税務上帳簿価額 

   12,000,000－1,000,000＋28,000＝11,028,000円 

⑶ 過大計上 

⑴－⑵＝30,972,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算  

 

減
算Ａ 社 株 式 過 大 計 上 30,972,000 30,972,000

 

 

問題9 現物分配 
 

⑴ 会社計上の簿価 

32,500,000円 

⑵ 税務上の簿価 

8,000,000円 

⑶ 過大計上 

⑴－⑵＝24,500,000円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

  

減
算

Ｂ 社 株 式 過 大 計 上 

適格現物分配に係る益金不算入額 

24,500,000

8,000,000

24,500,000  

※ 8,000,000 

 

  



問題10 株式交換等（交付金なし） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

12,900,000円 

⑵ 税務上の簿価 

  12,900,000＋74,500＝12,974,500円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝74,500円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 74,500 74,500
 

減
算

  

 

 

問題11 株式交換等（交付金あり） 
 

⑴ 会社計上の簿価 

24,500,000円 

⑵ 税務上の簿価 

  85,500,000円 

⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝61,000,000円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算Ｂ 社 株 式 計 上 も れ 61,000,000 61,000,000

 

減
算

  

 

 



 

Chapter 18 グループ法人税制 

 

問題１ 譲渡損益（非減価償却資産） 
 

１．Ｘ土地(繰入れ) 

⑴ 判 定 

   62,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

   95,000,000－62,000,000＝33,000,000円 

２．Ｙ土地(戻入れ) 

  55,000,000－31,000,000＝24,000,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 戻 入 額 

     ( Ｙ  土  地 ) 24,000,000 24,000,000
 

減
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

     ( Ｘ  土  地 ) 33,000,000 33,000,000
 

 

 

問題２ 譲渡損益（減価償却資産） 
 

⑴ 判 定 

  15,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

  15,000,000－12,500,000＝2,500,000円 

⑶ 戻 入 

① 2,500,000×
1,200,000

12,500,000
＝240,000円 

② 2,500,000×
９

８×12
＝234,375円 

③ ①＞②  ∴ 240,000円 

(単位：円) 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

     ( 機 械 装 置 ) 2,500,000 2,500,000
 

減
算

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 戻 入 額 

     ( 機 械 装 置 ) 240,000 240,000
 

 

  



問題３ 寄附金（基本） 
 

⑴ 支出寄附金 

 ① 一般寄附金 

   65,000,000円 

 ② 完全支配関係がある法人 

   15,000,000円 

 ③ 合 計 

   ①＋②＝80,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

 ① 資本基準額 

   150,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝375,000円 

 ② 所得基準額 

   (88,000,000＋⑴③)×
2.5

100
＝4,200,000円 

 ③ (①＋②)×
1

４
＝1,143,750円 

⑶ 損金不算入額 

 ① 完全支配関係がある法人 

   15,000,000円 

 ② ①以外 

   ⑴③－⑴②－⑵＝63,856,250円 

 ③ ①＋②＝78,856,250円   

 

 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

  

減
算   

仮    計 88,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 78,856,250 78,856,250 

 

  



問題４ 譲渡損益（低額譲渡等） 
 

 

１．譲渡損益調整資産の譲渡損益 

⑴ 判 定 

 ① Ｂ土地 

30,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

  ② Ｃ土地 

    20,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

  ③ Ｄ土地 

     5,000,000円＜10,000,000円  ∴ 非該当 

⑵ 繰 入 

 ① Ｂ土地 

100,000,000－30,000,000＝70,000,000円 

  ② Ｃ土地 

    30,000,000－20,000,000＝10,000,000円 

２．寄附金の損金不算入 

 ⑴ Ｂ土地 

 100,000,000－50,000,000＝50,000,000円 

⑵ Ｃ土地 

  30,000,000－０＝30,000,000円 

⑶ Ｄ土地 

   10,000,000－０＝10,000,000 円 

 ⑷ 合 計 

   ⑴＋⑵＋⑶＝90,000,000 円 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算

  

減
算 

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

（Ｂ土地） 

（Ｃ土地） 

70,000,000

10,000,000

70,000,000

10,000,000

 

仮    計 100,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 90,000,000 90,000,000 

 

  



問題5 寄附金（子会社支援損との関係） 
 

⑴ 支出寄附金 

 ① 一般寄附金 

   4,200,000 円 

 ② 完全支配関係がある法人 

   25,000,000 円 

 ③ 合 計 

   ①＋②＝29,200,000 円 

⑵ 損金算入限度額 

 ① 資本基準額 

   400,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝1,000,000 円 

 ② 所得基準額 

   (92,000,000＋⑴③)×
2.5

100
＝3,030,000 円 

 ③ (①＋②)×
1

４
＝1,007,500 円 

⑶ 損金不算入額 

 ① 完全支配関係がある法人 

   25,000,000 円 

 ② ①以外 

   ⑴③－⑴②－⑵＝3,192,500 円 

 ③ ①＋②＝28,192,500 円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加
算 

  

減
算 

譲 渡 損 益 調 整 勘 定 繰 入 額 

（Ｂ土地） 

（Ｃ土地） 

70,000,000

10,000,000

70,000,000

10,000,000

 

仮    計 100,000,000 ××× ××× 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 90,000,000 90,000,000 

  



問題６ みなし配当（完全支配関係のある法人からのもの） 

１．有価証券の譲渡損益 

⑴ みなし配当 

  （2,500－2,400）×1,000＝100,000円 

⑵ 有価証券譲渡損益 

① 会社計上の譲渡益 

（2,500×1,000－100,000）－2,000×1,000＝400,000円 

② 税務上の譲渡益 

０ 

③ 過大計上 

    400,000－０＝400,000円 

２．受取配当等の益金不算入 

⑴ みなし配当 

   100,000円 

⑵ 配当等の額（完全子法人株式等） 

   100,000円 

⑶ 益金不算入額 

    100,000円 

 

（単位：円） 

項     目 金  額 留  保 社外流出 

加 

算

  

減 

算 

Ａ 社 株 式 譲 渡 益 否 認 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

400,000

100,000

400,000  

※ 100,000 

 

 

 



 

Chapter 19 連結納税制度 

 

問題１ 受取配当等 
 

１．受取配当等 

⑴ 受取配当等の益金不算入額 

 ① 配当等の額 

(イ) 完全子法人株式等  2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

1,200,000＋700,000＋120,000＝2,020,000円 

   (ハ) その他株式等 

450,000＋50,000＝500,000円 

 ② 益金不算入額 

(イ) 完全子法人株式等   

2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

2,020,000－153,000＝1,867,000円 

   (ハ) その他株式等 

(500,000－276,000)×50％＝112,000円 

  (ニ)  (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝4,279,000円 

⑵ 個別帰属額 

 ① 当 社 

(イ) 完全子法人株式等  2,300,000円 

  (ロ) 関係法人株式等 

    1,867,000×
1,200,000＋700,000

2,020,000
＝1,756,089円 

  (ハ) その他株式等 

    112,000×
450,000

500,000
＝100,800円 

  (ニ)  (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝4,156,889円 

 ② Ａ 社 

(イ) 関係法人株式等 

    1,867,000×
120,000

2,020,000
＝110,911円 

(ロ) その他株式等 

     112,000×
50,000

500,000
＝11,200円 

  (ハ)  (イ)＋(ロ)＝122,111円 

  



２．法人税額控除所得税額 

⑴ 当 社 

 (460,000＋9,660)＋(240,000＋5,040)＋(140,000＋2,940)＋(90,000＋1,890)＝949,530円 

⑵ Ａ 社  

(24,000＋504)＋(10,000＋210)＝34,714円 

⑶ ⑴＋⑵＝984,244円（仮計下・加算社外流出、控除） 

,244円（仮計下・加算社外流出） 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算  

 

減
算 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 4,156,889 122,111 4,279,000 

仮    計 ××× ××× ××× 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 949,530 34,714 984,244 

 

 

問題２ 貸倒引当金 
 

１．Ａ 社 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

60,000,000－6,000,000＝54,000,000円 

 

⑵ 貸倒実績率 

(360,000＋250,000＋342,000)×
12

36

{（58,000,000－20,000,000）＋45,000,000＋57,000,000}×
１

３

＝0.0068 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

  700,000円 

⑷ 繰入限度額 

 ① 54,000,000×0.0068＝367,200円 

 ② （54,000,000－700,000）×
８

1,000
＝426,400円 

 ③ ①＜②  ∴ 426,400円 

⑸ 繰入超過額 

500,000－426,400＝73,600円 

  



２．Ｂ 社 

 

400,000－124,000＝276,000円 

３．合 計 

  73,600＋276,000＝349,600 円 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算 

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 73,600 276,000 349,600 

減
算 

  

 

 

問題3  租税公課 
 

【別表四の二】 

                                     （単位：円） 

 項     目 Ａ 社 Ｂ 社 合 計 

加
算 

損 金 計 上 法 人 税 

損 金 計 上 住 民 税 

損 金 計 上 納 税 充 当 金 

損金計上連結法人税個別帰属額 

15,000,000

2,700,000

25,500,000

750,000

2,400,000

3,600,000

15,000,000 

3,450,000 

27,900,000 

3,600,000 

減
算

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 

益金計上連結法人税個別帰属額 

3,600,000

3,600,000

1,050,000 4,650,000 

3,600,000 
 

  

問題４ 寄附金 

 

１．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

① 完全支配関係がある法人  1,000,000円 

② ①以外 

(イ) 指定寄附金等 

500,000＋400,000＝900,000円 

(ロ) 特定公益増進法人等 

200,000円 

(ハ) 一般寄附金 

750,000＋50,000＝800,000円 

(ニ) (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝1,900,000円 

③ 合 計 

   ①＋②＝2,900,000円 



⑵ 損金算入限度額 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

150,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝375,000円 

(ロ) 所得基準額 

(124,000,000＋2,900,000)×
2.5

100
＝3,172,500円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

４
＝886,875円 

 ② 特別損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

150,000,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝562,500円 

(ロ) 所得基準額 

(124,000,000＋2,900,000)×
6.25

100
＝7,931,250円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
１

２
＝4,246,875円 

⑶ 損金不算入額 

① 完全支配関係がある法人  1,000,000円 

② ①以外 

1,900,000－900,000－※200,000－886,875＝△86,875→ ０ 

※ 200,000円＜4,246,875円  ∴ 200,000円 

③ ①＋②＝1,000,000円（加算社外流出） 

２．個別帰属額 

⑴ 完全支配関係がある法人 

当 社  1,000,000円 

⑵ ⑴以外 

   ０ 

 ⑶ 合 計 

  ① 当 社  1,000,000円 

  ② Ａ 社  ０ 

                                     （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算  

 

減
算   

仮    計 ××× ××× 124,000,000 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 1,000,000 1,000,000 

 



問題５ 交際費等 
 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

1,000,000＋2,000,000＝3,000,000円 

② ①以外 

1,950,000－1,000,000＋2,470,000＋937,000＋4,700,000－2,000,000＝7,057,000円 

③ ①＋②＝10,057,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  3,000,000×50％＝1,500,000円 

② 定額控除限度額 

10,057,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝2,057,000円（加算社外流出） 

２．個別帰属額 

 ⑴ 当 社 

   2,057,000×
1,950,000

10,057,000
＝398,842円 

 ⑵ Ａ 社 

   2,057,000×
10,057,000－1,950,000

10,057,000
＝1,658,158円 

                                    （単位：円） 

 項     目 当  社 Ａ  社 合  計 

加
算 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 902,968 3,754,032 4,657,000 

減
算   

 

 

  



問題6 総合問題 
 

【課税所得の計算】                                 （単位：円） 

 Ａ 社 Ｂ 社 Ｃ 社 合 計 

当期純利益 140,000,000 310,000,000 29,500,000 479,500,000 

 

加 

 

算 

 

一括貸倒引当金繰入超過額 4,000,000 3,000,000 1,500,000 8,500,000 

   

   

   

小 計 4,000,000 3,000,000 1,500,000 8,500,000 

 

減

算 

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額 10,000,000 10,000,000 

譲渡損益調整勘定繰入額 25,000,000  25,000,000 

   

   

小 計 25,000,000 0 10,000,000 35,000,000 

仮 計 119,000,000 313,000,000 21,000,000 453,000,000 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 △ 23,020,000 △ 6,880,000 △   40,000 △ 29,940,000 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 6,600,000 3,600,000 1,800,000 12,000,000 

仮 計 102,580,000 309,720,000 22,760,000 435,060,000 

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 10,362,286 181,143 90,571 10,634,000 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 4,798,700 1,429,400 20,420 6,248,520 

連結所得金額 117,740,986 311,330,543 22,870,991 451,942,520 

  



  

【計算過程】 

１．受取配当等に関する事項 

１．受取配当等の益金不算入額 

⑴ 配当等の額 

① 完全子法人株式等（Ｂ社株式及びＣ社株式） 

20,000,000＋5,000,000＝25,000,000円 

② 関係法人株式等（Ｅ社株式） 

3,000,000＋2,000,000＝5,000,000円 

③ その他株式等（Ｆ社株式） 

500,000＋100,000＝600,000円 

⑵ 益金不算入額 

① 完全子法人株式等 

25,000,000円 

② 関係法人株式等 

5,000,000－300,000＝4,700,000円 

③ その他株式等 

(600,000－120,000)×50％＝240,000円 

④ ①＋②＋③＝29,940,000円 

２．個別帰属額 

 ⑴ Ａ 社 

  ① 完全子法人株式等 

    20,000,000円 

  ② 関係法人株式等 

    4,700,000×
3,000,000

5,000,000
＝2,820,000円 

  ③ その他株式等 

    240,000×
500,000

600,000
＝200,000円 

  ④ ①＋②＋③＝23,020,000円 

 ⑵ Ｂ 社 

  ① 完全子法人株式等 

    5,000,000円 

② 関係法人株式等 

    4,700,000×
2,000,000

5,000,000
＝1,880,000円 

  ③ ①＋②＝6,880,000円 

 ⑶ Ｃ 社（その他株式等） 

   240,000×
100,000

600,000
＝40,000円 

 

  



２．所得税額に関する事項 

１.法人税額控除所得税額 

⑴ Ａ 社 4,700,000＋98,700＝4,798,700円 

⑵ Ｂ 社 1,400,000＋29,400＝1,429,400円 

 ⑶ Ｃ 社 20,000＋420＝20,420円 

 ⑷ ⑴＋⑵＋⑶＝6,248,520円（仮計下） 

 

 

３．貸倒引当金に関する事項 

１．Ａ 社 

⑴ 繰入限度額  16,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

20,000,000－16,000,000＝4,000,000円 

２．Ｂ 社 

⑴ 繰入限度額  12,000,000円 

⑵ 繰入超過額 

15,000,000－12,000,000＝3,000,000円 

３．Ｃ 社 

⑴ 繰入限度額  4,500,000円 

⑵ 繰入超過額 

6,000,000－4,500,000＝1,500,000円 

４．合 計 

  4,000,000＋3,000,000＋1,500,000＝8,500,000円 

 

  



 

４．寄附金に関する事項 

１．寄附金の損金不算入額 

⑴ 支出寄附金 

① 完全支配関係がある法人  10,000,000円 

② ①以外（その他の寄附金） 

 2,000,000＋1,000,000＋500,000＝3,500,000円 

③ 合 計 

①＋②＝13,500,000円 

⑵ 損金算入限度額（一般寄附金の損金算入限度額） 

① 資本基準額 

100,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝250,000円 

② 所得基準額 

(435,060,000＋13,500,000)×
2.5

100
＝11,214,000円 

③ (①＋②)×
１

４
＝2,866,000円 

 ⑶ 損金不算入額 

  ① 完全支配関係がある法人  10,000,000円 

  ② ①以外 

    13,500,000－10,000,000－2,866,000＝634,000円 

  ③ ①＋②＝10,634,000円 

２．個別帰属額 

⑴ 完全支配関係がある法人  

Ａ 社  10,000,000円 

⑵ ⑴以外 

① Ａ 社 

634,000×
2,000,000

3,500,000
＝362,286円 

② Ｂ 社 

634,000×
1,000,000

3,500,000
＝181,143円 

③ Ｃ 社 

634,000×
500,000

3,500,000
＝90,571円 

 ⑶ 合 計 

  ① Ａ 社 

    10,000,000＋362,286＝10,362,286円 

  ② Ｂ 社  181,143円 

  ③ Ｃ 社  90,571円 

 

  



５．交際費等に関する事項 

１．交際費等の損金不算入額 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

10,000,000＋5,000,000＋2,000,000＝17,000,000円 

② ①以外 

11,000,000＋6,000,000＋3,000,000－17,000,000＝3,000,000円 

③ ①＋②＝20,000,000円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

  ⑴①×50％＝8,500,000円 

② 定額控除限度額 

20,000,000円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＞②  ∴ 8,500,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝11,500,000円 

２．個別帰属額 

 ⑴ 連結親法人Ａ社 

   11,000,000－10,000,000×50％＝6,000,000円 

 ⑵ 連結子法人Ｂ社 

   6,000,000－5,000,000×50％＝3,500,000円 

 ⑶ 連結子法人Ｃ社 

   3,000,000－2,000,000×50％＝2,000,000円 

 

 

６．連結法人間取引に関する事項 

⑴ 判 定 

57,000,000円≧10,000,000円  ∴ 該 当 

⑵ 繰 入 

25,000,000円 

 

 




